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要       約 

スケトウダラ日本海北部系群の漁獲量は1993年度（4月～翌3月の漁期年）以降減少傾向

を示し、2007年度の漁獲量は1970年度以降最低の18千トンとなった。コホート解析の結果

でも、近年の新規加入群は豊度の低い年級群が連続しており、2007年度当初の親魚量(SSB)

は56千トンと、こちらも1981年度以降で最低となった。 

Blimitは、それ以下のSSBでは加入量が減少することを目安として、2000年度当初のSSB

である146千トンに設定しているが、2008年度当初のSSB（42千トン）はBlimitを大きく下

回った。2005・2006両年を除いては、近年は低い再生産成功率（RPS）が連続しており、

さらに親魚量自体も過去最低水準まで減少している状況下では、現在と同規模の漁獲量を

維持した状態で資源の維持・回復を図ることは事実上困難である。 

平成18年度の資源評価より、当該系群の管理目標は、それまでの年限を決めて資源回復

を図る方策から、今後環境条件の変化等によりRPSが再び上昇する時期が訪れるまで、SSB

を枯渇させることなく維持し続けることに目標を変更し、今以上のSSBの減少に歯止めを

掛け、かつわずかながらでも回復に向かわせることを目的として、将来的にSSBが安定す

るF（Fsus）に係数0.9を掛けた値をFlimitとしてきた。しかし、実際の漁獲量はFsusをも

上回っていたために、SSBの減少に歯止めが掛からず、過去最低水準にまで落ち込んだ。 

現在2005年級群ならびに2006年級群の豊度が近年の中では高いことが期待されており、

これらの年級群が親魚になった際には、一時的に親魚量が回復することが予想される。そ

の前提により本評価で使用したFsusによる管理を実施した場合、2008年度当初のSSBより

も高い水準でSSBを維持することが可能となることから、本年度の評価ならびにABCと呼び

うる漁獲シナリオの選定においては、従来の0.9Fsusや他の親魚量増大のシナリオに加え

て、FsusもABCに含めることとした。なお、現状の漁獲圧(Fcurrent)のままでは、4~５年

の後には再びSSBの減少が始まり、その後は資源量・SSBともに過去に例のない更なる低水

準域に陥ることが予想される。今以上の資源の減少に歯止めを掛け、SSBの回復を図るた

めには、漁獲圧を現状のFから大幅に削減し、なおかつこれを継続することが必要となる。 
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将来漁獲量 評価 
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2009年ABC 

親魚量の増大 
(10 年で Blimit

へ回復) 
(Frec10yr) 

0.027 
(0.07Fcu

rrent) 
1.2% 

2.3 千トン

～    
2.9 千トン 

2.3 千

トン 52.5% 97.4% 99.9% 0% 1.8 千トン 

親魚量の増大 
(SSB/Blimit×

Fsus (基準値)) 

(Frec) 

0.045 
(0.12Fcu

rrent) 
2.1% 

7.1 千トン

～    
10.3 千トン 

6.5 千

トン 0.3% 11.4% 26.9% 0% 3.1 千トン 

親魚量の増大 
(20 年で Blimit

へ回復) 
(Frec20yr) 

0.088 
(0.22Fcu

rrent) 
4.0% 

6.4 千トン 
～    

8.2 千トン 

7.0 千

トン 4.3% 48.1% 79.8% 0% 5.9 千トン 

親魚量の増大 
(30 年で Blimit

へ回復) 
(Frec30yr) 

0.111 
(0.28Fcu

rrent) 
5.0% 

7.7 千トン 
～    

10.0 千トン 

8.6 千

トン 0.8% 19.5% 46.8% 0% 7.4 千トン 

親魚量の増大* 
(わずかでも親

魚量を増大) 
(0.9Fsus) 

0.141 
(0.36Fcu

rrent) 
6.3% 

9.1 千トン 
～    

11.7 千トン 

10.5 千

トン 0% 2.3% 8.4% 0% 9.3 千トン 

親魚量の現状維

持* 
(Fsus) 

0.157 
(0.40Fcu

rrent) 
7.0% 

9.6 千トン 
～    

12.5 千トン 

11.4 千

トン 0% 0.7% 2.5% 0% 10.3 千トン 

            2009 年 

算定漁獲量 

漁獲圧の半減 
(0.5Fcurrent) 

0.196 
(0.50Fcu

rrent) 
8.6% 

11.0 千トン 
～    

14.3 千トン 

13.5 千

トン 0% 0% 0% 0% 12.7 千トン 

漁獲圧の維持 
(Fcurrent) 

0.393 
(1.00Fcu

rrent) 
16.3% 

13.7 千トン 
～    

18.9 千トン 

21.1 千

トン 0% 0% 0% 72.1% 24.1 千トン 

（5 年後の将来漁獲量の幅は、再生産成功率の不確実性を考慮に入れた将来漁獲量のシミュレーション

における 10%tile~90%tile の値） 
 

コメント 
1) 仔稚魚・幼魚を対象とした各種調査船調査の結果ならびに 2007 年度漁期の当業船からの情報から、

2006 年級群の豊度は近年では高い水準にあることが予測されている。従来の 2 歳魚加入量推定法では、

計算に用いる平均 RPS が低いために、2006 年級群の 2 歳魚加入時点での豊度は前年の 2005 年級群を下

回る結果となり、調査結果等の情報と矛盾することから、本評価報告書における将来予測の試算にあた

っては、2006 年級群の 2 歳時点加入量として、過去 10 年間で最も豊度の高かった 1998 年級群の 2 歳

魚時点での資源尾数を代入し、その後の将来予測の計算を進めた。 
 

2) 本系群における平均的な再生産成功率に対して、現在の漁獲圧はこれより遙かに高く、資源の減少
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を食い止めるに至っていないが、前述のとおり、2006 年級群については近年の中では比較的豊度が高

いことが予想されている。また 2005 年級群についても、2 歳魚時点での漁獲量がそれ以前の年級に比

べて多いことから、昨年度評価時点で想定していたよりも高い豊度で加入した可能性が示唆されてい

る。2005、2006 両年級群が、現在想定あるいは期待されている高い豊度を維持したまま 2010 年以降に

親魚となる可能性を鑑み、当該資源の未成魚ならびに成魚の双方に掛かっている漁獲圧を現在の 4 割以

下の水準まで削減し、親魚量を長年にわたって維持することが出来れば、現在よりも好転した状態で資

源を維持・回復させうることも期待される。一方で、現在の漁獲圧を今後も維持した場合には、親魚量

は 2019 年度当初の時点で 72%の確率で 3 万トンを下回る。 
 

3) 当該系群における ABC としては、従来より 0.9Fsus を採用してきた。今後 2005・2006 両年級群が

親魚資源に加入することによって親魚量の増加が期待される中で Fsus による漁獲を行った場合、現時

点での親魚量よりも高い水準で親魚量の維持が予想されることから、本年度の評価については Fsus を

ABC に加えて扱うこととした（詳細については 5-(3)にて記述） 
 

4) 調査の結果、2007 年級群の豊度は近年の中でも非常に低く、また 2008 年級群についても低い豊度

に留まることが予想されている。 
 

5) 新規加入量は親魚量と再生産成功率を乗じた結果として求まるが、再生産成功率自体は人間の管理

の及ばない環境条件である。したがって、資源の回復を図るためには、今後も時折訪れると予想される

再生産環境の好転を活かせるよう、親魚量を回復に向けることが重要である。 
 

6) Fsus に SSB/SSBimit の比を掛けて F を減ずる管理シナリオでは、親魚量の回復に応じて F が上昇す

るため、資源回復の度合いが停滞し、途中から F 一定方策（Fsim20yr）による親魚量を下回るようにな

る。結果的にこの方策では 30 年経過しても Blimit までの親魚資源の資源回復は達成されない。 
 

7) 中期的管理方針では、資源回復計画に基づき資源の減少に歯止めを掛けることを目指して管理を行

うこととされており、0.9Fsus ならびに Fsus による漁獲シナリオはこれと合致する*。 
 

8) 2007 年度より、当該系群は資源回復計画対象魚種となった。特に豊度が高いことが予想されている

2006 年級群の幼魚・未成魚時点での漁獲を控え、出来る限り多くの個体を親魚まで獲り控え、再生産

に繋げることを目標に、沖底・沿岸の双方で漁獲圧削減の試みが検討・実施されている。 

 

年度 資源量（千トン） 漁獲量（千トン） F 値（加重平均） 漁獲割合 
2006 106 21 0.267 20% 
2007 103 18 0.149 17% 
2008 144*    

集計は、4月～翌3月の漁期年 
* 2008年度の資源量推定値には、2008年度当初の2歳魚（2006年級群）の豊度が1998
年級群の2歳魚時点での加入尾数と同程度の高水準にあるという仮定の下で計算した2
歳魚の資源重量を含む。 

 

 指標 値 設定理由 
Bban 第 7 章「Bban の設定について」を参照 

Blimit 親魚量 
2000 年度当初の親魚

量水準（146 千トン） 

これ以下の親魚量水準では、再生産成功

率が大幅に低下する可能性が高い 

2007 年度 

当初資源量 

親魚量 2000 年度当初の水準

未満(56 千トン) 

 

2008 年度 

当初資源量 

親魚量 2000 年度当初の水準

未満(42 千トン) 

 

 

水準：低位  動向：減少 
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本件資源評価に使用したデータセットは以下の通り 

データセット 基礎情報、関係調査等 
海区・漁業種別漁獲量 漁業・養殖業生産統計（農林水産省） 

北海道沖合底引き網漁業漁場別漁獲統計年報（水研セ） 

日本海区沖合底びき網漁業漁獲統計調査年報（水研セ） 

北海道現勢ならびに元資料（北海道） 

水研セ北水研資料、水研セ日水研資料 

北海道立中央・稚内・函館水産試験場資料 

青森･秋田･山形･新潟･富山･石川各県主要港水揚統計 
年齢別漁獲尾数 北海道立中央・稚内・函館水産試験場資料 
年齢別平均体重 北海道立中央水産試験場資料 
年齢別平均成熟率 北海道立中央水産試験場資料 
資源量指数 

・ 産卵親魚現存量 

 

・ 0 歳浮遊仔魚現存量 

 

・ 着底後 0 歳魚 CPUE 

・ 越冬後 1 歳魚現存量 

・ 幼魚･未成魚の漁況 

・ 沖底 CPUE 

・ 檜山沿岸 5 地域における

延縄 CPUE 

 

スケトウダラ漁期前調査（北海道立中央･稚内･函館水試） 

スケトウダラ漁期中調査（北海道立函館水試） 

スケトウダラ・仔稚魚分布調査（北海道立中央・稚内水試） 

スケトウダラ音響資源調査（水研セ北水研） 

スケトウダラ・ハタハタトロール調査（北海道立中央水試） 

スケトウダラ音響資源調査（水研セ北水研） 

水研セ北水研による沖底漁業者へのアンケート調査 

北海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計年報 

北海道立函館水産試験場資料 

 
漁獲努力量指数 

・ 沖底船許可隻数 

・ 沖底トン数階層別有漁曳

網回数 

・ 漁業者の感覚に基づく沖

底のスケトウダラに対す

る漁獲努力量の推移 

・ 幼魚･未成魚の漁獲忌避

措置 

・ 檜山沿岸延縄努力量 

 

 

 

 

 

北海道機船漁業協同組合連合会資料 

北海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計年報 

水研セ北水研資料 

水研セ北水研による沖底漁業者への聞き取り調査 

 

 

水研セ北水研による沖底漁業者へのアンケート調査 

 

北海道立函館水産試験場資料 

分布回遊状況解析調査（JAFIC） 

水研セ北水研による沿岸漁業者への漁況聞き取り調査 
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・ 檜山沿岸 5 地域における

延縄延べ出漁隻数、一隻あ

たり使用縄数ならびに

CPUE 

北海道立函館水産試験場資料 

 

1．まえがき 

スケトウダラは我が国周辺海域における重要な底魚資源の一つで、2007年の漁獲量は21

万6千トン（平成19年漁業・養殖業生産統計）であった。現在、漁場は北海道周辺と本州

北部の日本海側・太平洋側に分布している。 

現在の我が国漁船による漁獲は、そのほとんどが北海道周辺海域であげられているが、

ロシア(旧ソ連)の排他的経済水域設定以前は、北方四島周辺水域やオホーツク海、サハリ

ン沿岸などにも漁場は存在し、漁獲量も多かった。しかし、排他的経済水域設定後、それ

らの海域における漁獲量は大幅に減少し、主要な漁場は北海道周辺に限られている。 

北海道周辺には4系群・評価単位の分布が見られる。これまで日本海北部系群は太平洋

系群に次いで漁獲量の多い系群であったが、近年は資源の減少が著しく、2007年度の漁獲

量は18千トンとオホーツク海における漁獲量をも下回り、スケトウダラ全体での漁獲量

(202千トン、漁期年)の1割を切るまでに減少した。 

なお、スケトウダラの漁獲量の集計は、漁期を考慮して4月1日から翌年の3月31日まで

の年度で集計している。このため、以下の本文中で年度と表記してある場合は、4月1日か

ら翌年の3月31日までを示している。 

 2006年度末に当該系群における資源回復計画が策定され、翌2007年度より北海道の沖合

底びき網漁業におけるスケトウダラを目的とする操業隻日数の削減、沿岸漁業における産

卵親魚の保護の充実等が計画・実施されている。また、沿岸・沖底双方の漁業関係者を中

心とした漁業者協議会が設置され、同計画に基づく今後の取り組み内容についての検討が

行われている(詳細については 6. ABC以外の資源管理方策の提言にて後述)。 

 

2．生態 

(1)分布・回遊 

 スケトウダラ日本海北部系群は、能登半島からサハリンの西岸にかけて分布している

（図1）。かつては、0～2歳の若齢個体が武蔵堆周辺に高密度に分布しているとされて

いたが（佐々木・夏目 1990）、近年の分布量は大きく減少し、当該海域における調査

船調査においてもわずかな量の若齢魚をしか捕捉・採集することが出来ないことの方が

多い (4-(2)にて後述、表4、図14~16)。 

 現在の資源状態において、日ロ双方の水域間における資源の交流は少ないと考えられ、

日ロ双方は、各々の水域に分布する魚を利用している状況にあると考えられる。 

 

(2)年齢・成長 

 本系群の年齢と平均体長・体重の関係を下表および図 2 に示す（北海道立中央水産試

験場資料。1995～2002年の3～5月の沖底および松前の刺し網漁獲物測定資料より算出）。

他の海域に分布するスケトウダラに比べ、殆どの個体が成熟する 4 歳魚以降は小型であ
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 寿命については明らかではない。ちなみに、ベーリング海での最高齢は28歳である

（Beamish and McFarlane 1995）。 

  

(3)成熟・産卵 

本系群の雌個体における年齢と成熟率の関係を下表および図 3 に示す。成熟は満 3 歳

から始まり、満 6 歳でほぼ全ての個体が成熟する（北海道立中央水産試験場資料）。1999

～2001 年の 9～11 月の調査船調査および沖底漁獲物測定資料を元に、ロジスティック曲

線をあてはめて算出。ただし 2 歳魚については、当てはめたロジスティック曲線式から

は 12%程度の成熟率が想定されたものの、実際にはこれまで満 2 歳の雌で成熟した個体

の測定例が無いことから、2 歳魚については成熟率を 0%とした。 

 

!"#
$%&"'(&) * + , - . / 0 1 2 *34

567$8) 3 3 ,, /- 10 2/ 22 *33 *33 *33  

 

 産卵場は、以前は檜山沿岸、岩内湾、石狩湾、雄冬沖、武蔵堆、利尻島・礼文島周辺

にあったとされる（北海道立中央水産試験場資源管理部 2007）。ただし、資源が大き

く減少した現在、雄冬以北で産卵場が形成されている可能性は低く（北海道立中央水産

試験場資源管理部 2007, 三宅 2008）、現在の主要な産卵場は岩内湾ならびに乙部沖（檜

山）海域である（三宅 2008）。産卵期は12月～3月で、盛期は南で早く北で遅い傾向が

ある（北海道立中央水産試験場資源管理部 2007）。 

 

(4)被捕食関係 

 日本海におけるスケトウダラ成魚の主要な餌料は、端脚類、オキアミ類である（小岡

ほか 1997，Kooka et al. 2001）。その他にイカ類、環形動物、小型魚類、底生甲殻類

などさまざまなものを捕食している。魚類による被食に関する情報は不明である。また、

海獣類の餌料として重要である（Ohizumi et al. 2000）。 

 

3．漁業の状況 

(1)漁業の概要 

 本系群のスケトウダラは、沖合底びき網（沖底、以下同じ）、延縄、刺し網などの漁

業によって漁獲されている。主漁場は北海道日本海海域であり、檜山～後志地方沿岸で

は沿岸漁業によって産卵親魚が漁獲され、石狩湾以北海域（積丹岬北~武蔵堆周辺）で
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は、沖底によって未成魚・成魚を対象とした漁獲が行われている。本州日本海北部海域

では、1970年代には1～3万トン近い漁獲量があったが、1970年代後半より徐々に減少し、

近年では1千トン前後の漁獲に留まっている。 

 

(2)漁獲量の推移 

 表1および図4に、1970年度から2007年度までの漁場別・漁業種別（北海道側海域のみ）

の漁獲量の推移を示した。1970年度から1992年度まで、総漁獲量は84～163千トンの範

囲で増減を繰り返していた。しかし、1993年度以降漁獲量は急減し、2007年度には20千

トンを割り込み、18千トンとなった。これは1970年度以降で最低の漁獲量である。1993

年以降の漁獲量の減少を漁業種別に見ると、沖底による漁獲量の減少が大きい。沿岸漁

業については沖底ほどの大幅な減少ではないものの、漸減傾向で経過している。 

1987年度から1998年度にかけて、北海道西部日本海海域（道西日本海）において韓国漁

船による操業が行われた。韓国からの報告によれば、当該海域韓国漁船による漁獲量は

0.2～1.9万トンであった(表1、図4)。1999年度以降、韓国漁船による操業は行われてい

ない。 

 道西日本海における沖底の小海区別の漁獲量の推移を図5に示した（小海区の区分は

図6に示した）。1992年度以前は武蔵堆、利礼周辺および稚内ノース場における漁獲が

沖底漁獲量の大半を占めていたが、1993年度以降これら北側に位置する海域の漁獲量は

半減した。天売・焼尻島周辺海域（島周辺）の漁獲量は1995年度以降ほとんど見られな

くなった。逆に1991年度以降、最も南側に位置する積丹沖での漁獲量が増加している。

また2002年度には雄冬沖での漁獲量が突発的に増加し、沖底漁獲量全体を押し上げる結

果となった。 

 沿岸漁業による漁獲量が漸減傾向にあることについて前述したが、冬季に沿岸域に産

卵回遊する親魚を対象とした延縄漁業の主たる漁場域である檜山沿岸海域における、

1997年度以降の地区別漁獲量の推移を示した（図7、付表1）。檜山沿岸4地域における

総漁獲量は、当該系群を利用する沿岸漁業全体の漁獲量の5～8割を占め、中でも爾志海

区とよばれる熊石・豊浜および乙部3地区における漁獲量が、檜山地区全体の6～8割を

占める。なお、この爾志海区（熊石・豊浜・乙部）は以前より相互に漁場を共有した輪

番制による操業を行っており、さらに2005年度漁期以降は漁獲量をプール制とし、一隻

あたりの持ち縄数に応じた漁獲金額の配分を行っている。檜山沿岸における総漁獲量の

推移は沿岸漁業全体の漁獲量の推移と一致しており、近年では2001年に13.7千トンまで

増加したものの、その後は各地区共に年々減少傾向にある。特に上ノ国、江差など、南

側に位置する地区ほど漁獲量の減少が顕著である。ただし2006・2007年度漁期の上ノ国

地域においては、漁期前半に親魚群の来遊があり、漁獲量が上昇した。 

 

(2)主要漁業の漁獲努力量とFの推移 

 道西日本海で操業する沖底船の許可隻数（小樽から稚内までを根拠地とする道内船）

は、1998年末には33隻であったが、2004年には17隻にまで減少し、2007年度も17隻で操

業を行った（北海道機船漁業協同組合連合会資料）。同水域で操業する沖底船は、100

トン未満のかけまわし船、100トン以上のかけまわし船、オッタートロール船（以下、
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トロール船）の3種に大別される。このうち、100トン未満のかけまわし船は年々減少し、

2001年度以降は存在しなくなった。またトロール船についても、2004年度以降オッター

トロール専業船は2隻が残るのみとなり、近年当該海域において操業する沖底船の大半

は、100トン以上のかけまわし船である。そこで、北海道根拠沖底船の努力量として、

100トン以上のかけまわし船の努力量（スケトウダラ有漁曳網回数）を表2および図8aに

示した（表2には、100トン未満かけまわし船ならびにトロール船による努力量も併せて

記載した）。100トン以上のかけまわし船の努力量は、1985年度以降増加傾向を示して

いたが、1991年度の20.0千網を境に減少に転じた。1994～1999年度は14～16千網で横ば

い傾向を示していたが、2000年度に8.0千網まで半減した。これは、同年に実施された

減船措置の影響による。その後努力量は8～10千網前後で推移してきたが、近年は再び

減少傾向を示し、2007年は6.4千網に留まった。なおトロール船による努力量は1987年

度以降減少傾向を示し、1993年度以後は0.1～1.4千網と極めて低い水準で推移している。

100トン未満のかけまわし船の努力量も1987年度以降減少し、2000年度には236網、2001

年度には全ての漁船が減船されたため、網数は0となった（表2）。 

なお、6.ABC以外の管理方策への提言にて後述するが、沖底と沿岸漁業者間での資源管

理協定に基づき、両者は未成魚保護のため体長制限（体長30cmまたは全長34cm）を下回

る小型魚が漁獲物の20%を超える場合は、漁場移動等の措置をとるとしている。さらに

昨年度より、資源回復計画の取り組みとして、沖底は、スケトウダラを目的とした操業

隻日数の1割削減を実施しているところであるが、平成20~21年の2カ年については、削

減割合を2割へ拡大するとともに、前述の体長制限により漁場を移動する際の範囲を「他

の漁区」へと明確化した。また、漁場を移動した後も同様に小型魚が2割を超える場合

には、当該航海の残りの操業においてスケトウダラを目的とする操業を自粛、さらにス

ケトウダラの1日の総水揚げ量が800トンを超えた場合、翌操業日におけるスケトウダラ

を目的とする操業の自粛などの措置を自主的に講じるとしている。 

 沿岸漁業については、対象となる海域全てを網羅する努力量のデータは得られていな

い。ただし、漁獲量と同様に、沿岸漁業による漁獲の主体を占める檜山沿岸4地区にお

ける延縄の漁獲努力量（延べ出漁隻数）が得られている（北海道立函館水産試験場資料、

図9a, 10、付表1）。4地区全体での努力量の総計は、1990年代後半より徐々に低下して

いる。地区別に見ると、南側に位置する上ノ国および江差両地区においては、近年わず

かながら出漁隻数の増加傾向が見られるものの、2003年度漁期以前の水準に比べると低

い値に留まっている(図10上)。漁獲の主体である爾志海区では、2005年度漁期までは延

べ出漁隻数はほぼ安定していたが、2006年度漁期以降大幅に減少した。さらに近年は、

一隻あたりの使用縄数が年々減少する傾向にある。爾志海区内の豊浜地区において、

1998年以降の一隻あたり使用縄数の変化を調べたところ、1998年度から2004年度までの

間、一隻あたり使用縄数は6.7～7.5千縄と大きな変動は見られなかったものの、2005年

度には5.7千縄、2006年度には4.3千縄と、それまでの使用縄数の6割弱まで減少した

（2007年度は4.6千縄で、2006年から微増、付表1a）。このような一隻あたり使用縄数

の変化が他の地域でも同様に起こったと仮定して、漁獲努力量（延べ出漁隻数）を補正

すると、2007年度漁期における実質的な漁獲努力量は約2千隻にあたり、2006年漁期と

並んで1997年以降の最低値を示す結果となった（付表1b、図9b）。この原因について、
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函館水産試験場が収集した情報ならびに2007年7月および2008年6月に北水研が実施し

た漁業者聞き取り調査によると、2006年度ならびに2007年度漁期における出漁隻数の減

少は、漁期後半、特に年が明けて1月以降に、スケトウダラ親魚の分布深度が過去の同

時期に比べてより深い側へ移行するとともに、魚群反応のある深度に延縄を下ろしても

針掛かりしないという現象が生じたことへの対応として、出漁隻数・使用縄数を減らす

ともに漁期を例年よりも早く（1月下旬）切り上げたことによるとのことであった。 

 図11aおよびbに漁獲係数Fの推移を示した（Fの計算は魚探調査による現存量推定値で

tuningを施したコホート解析に基づくが、その方法については後述する4-(1)および補

足資料2に、また詳細な結果は補足資料4のコホートマトリックスに示した）。その年の

資源の年齢構成と選択率によってFが実際の資源に与える影響が変化するため、資源全

体に掛かるFの推移を表す目的で、各年齢での資源尾数で重み付けた2歳から10歳以上の

Fの加重平均値の推移を図11aに示した。加重平均をとったFは、豊度の高い年級群の発

生に応じて増減を繰り返しながらも横ばい傾向を示している。特に2002年度にFが大き

く上昇しているが、これは前述の通り2002年に3～6歳、特に4歳魚（1998年級群）に対

する漁獲圧が上昇したことによる。 

 図11bには選択率が1となり、完全加入と認められる年齢におけるFの推移を示した。

多くの場合、高齢になるほど完全加入に近くなり、選択率が上がっていくが、近年は高

齢魚のFが大きく振れることも多くみられることから、VPAの結果をtuningする際に、必

ずしも高齢ほど選択率が上がるという前提は外して計算を行っている（補足資料2を参

照）。本系群の評価に際して実施したコホート解析、次年度のABCの算出および将来予

測においては、選択率=1となる完全加入年齢群に対するFをパラメタとして用いており、

その経年変化を追う際にはこちらのグラフを参考にして頂きたい。 

 またそれぞれのグラフにおいて、2007年の各年齢別のFが、同様に2008年にも継続さ

れると仮定した上で計算された2008年のFの推定値をXで示している。 

 

4．資源の状態 

(1)資源評価の方法 

 4-(2)にて後述するが、毎年10月に道西日本海全域で実施している産卵親魚を対象と

した音響資源調査結果の精査が本年度までに終了し、産卵期前の親魚の現存量推定値の

時系列が揃ったことから、これらのデータを用いて、Pope(1972)の近似式によるコホー

ト解析をチューニングし、年齢別資源尾数･重量を推定した（補足資料2）。計算にあた

り、年齢別漁獲尾数および漁獲物の年齢別平均体重を用い、韓国船の漁獲分を上積みし

たうえで処理を行った。韓国船の漁獲物の年齢組成は不明だが、日本の沖底船と漁場が

重複することから、日本の沖底船による漁獲物の年齢組成と同じとした。コホート解析

ならびにそのチューニング方法の詳細については補足資料2を、また得られた結果の詳

細については補足資料4を参照のこと。 

 

(2)資源量指標値の推移 

 3-(3)「主要漁業の漁獲努力量とFの推移」で述べたように、1980年度以降、北海道根

拠のトロール船と100トン未満のかけまわし船による努力量は年々減少を続け、現在は
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100トン未満のかけまわし船は存在せず、トロール船の努力量も極めて低い水準で推移

している。そこで、資源状態の判断に供する材料の一つとして、漁獲量および努力量の

大半を占める100トン以上のかけまわし船のCPUEの動向について検討した。100トン以上

のかけまわし船のCPUEは、1990年度以降は基本的に2.5トン/網前後で推移しているが、

1992年・1996年および2002年のように、時折4トン/網前後の高いCPUEを示す年が現れる

（表2、図8a）。このとき、主に4～5歳の年齢群に対するFが上昇していることが分かる

（補足資料4、Fマトリックス）。2007年度漁期のCPUE(1.3トン/網)は、1988年度漁期以

降で最低の値を示した。なお、前年の2006年度のCPUE(2.4トン/網)は2007年度CPUEより

も高く、さらに2005年度 (2.2トン/網)をも上回っていたが、2007年6月に実施した沖底

漁業者への聞き取り調査によると、沖底漁業者は2006年度漁期においても前年（2005年

度）と同様の漁獲努力を行ったにも関わらず漁獲量が減少したと述べていることから、

このCPUEの上昇は漁獲努力量（有漁曳網数）の減少により見かけ上増加したもので、む

しろスケトウダラを狙った曳網におけるCPUEは既に2006年漁期から減少していた可能

性も考えられる。 

 一方で、同じく100トン以上のかけまわし船による操業漁区数および資源量指数は、

1990年代後半以降、徐々に低下しつつある（図8b）。これらの結果は、この期間のCPUE

そのものには大きな変化が見られなかったものの、漁場自体は縮小する傾向にあり、

徐々に資源が減少している可能性を示唆する。これは後述する資源解析の結果（（4）

資源量の推移）とも一致する。 

 沿岸漁業については、産卵親魚を対象とした檜山海域の延縄漁業における地区別のCPUE

が得られている（図9ab, 10）。1997年度以降の檜山沿岸4地区全体での延縄CPUE（縄数

による補正なし）は、漁獲量が増加した2001年度に一旦上昇した後、再び低下し、2003

年度以降は1.6～1.8トン/隻で推移している（図9a、付表1）。地区別に見ると、江差・

爾志両地区では、地区別のCPUEの推移は檜山全体でのCPUEの推移（未補正値）と同じ挙

動を示しているのに対して、最も南側に位置する上ノ国では、1999年度から2005年度ま

でCPUEの低下傾向が続いた後、最近は2年続けて上昇しており（図10）、江差以北の地

区とは産卵親魚の来遊パターンが異なることが示唆される。 

 一方、近年の一隻あたり使用縄数の減少を考慮に入れ、漁獲努力量を補正した場合に

は、2004年度以前の努力量を基準にして2005年度はその2割減、2006年度については4割

も低下した計算になり、その分CPUEはむしろ2004年度以降CPUEが上昇しているようにも

見える（図9b）。但し、3-(3)で触れたように、一隻あたり縄数の減少や操業日数の削

減といった漁獲圧の調整が、その年の漁況に応じて行われているという背景を考えると、

この努力量修正後に得られたCPUEの上昇を以て、近年の来遊親魚量が増加していると即

断することは早計であろう。 

 続いて、漁業とは独立したソースに基づく資源量指標値の一つとして、毎年10月頃に

北海道立水産試験場が実施している計量魚群探知機を用いたスケトウダラ新規加入量

調査の調査結果を示した（図12ab、三宅 2008，三宅 私信）。2007年10月の北海道西部

日本海に分布するスケトウダラ成魚の現存量推定値は1億7600万尾、88千トンで、2006

年の1億6300万尾、86千トンと並んで、1996年の調査開始以降最も少ない値となった。

また4-(4)にて後述するが、チューニングを施す前のコホート解析によって求めた毎年
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10月時点での産卵親魚尾数および重量を、赤の折れ線グラフにして並べて示した。1990

年代後半の親魚量の動向が、コホート解析ではなだらかに減少しているのに対して、魚

探調査の結果では、1998~2000年度および2003年の2回現存量が上昇している点での相

違が目に付くものの、音響調査とコホート解析という異なる二つの方法によって求めら

れた親魚量指標値の推移が、共に減少傾向で一致し、かつその絶対値自体も近い値を取

っていることは注目に値する。なお、この音響による親魚の現存量推定値の時系列デー

タを、その後VPAのチューニングに用いた（補足資料2）。 

 図13には、北海道立函館水産試験場が毎年12月に檜山沿岸の延縄漁場内で実施してい

る、産卵場に来遊した産卵親魚を対象とした音響資源調査の結果を示した（北海道立函

館水産試験場2007，北海道立函館水産試験場資料）。本系群における主たる産卵場の一

つである、檜山沿岸海域に来遊する産卵親魚の現存量推定値は、2002年以降2006年まで

毎年少しずつ減少していたが、2007年に前年の1.7倍まで増加した。但し、これについ

ては本調査担当者より、ちょうど調査を実施した時期の来遊親魚量が一時的に高かった

ことを反映した結果であり、2007年度漁期を通しての来遊親魚量自体は、延縄漁獲量の

推移と同様に前年を下回ると考えられる旨のコメントを受けている。 

 次は、産卵親魚ではなく、漁獲対象資源に加入する以前のスケトウダラ仔稚魚の分布

及びその数量変動を把握することを目的に、北海道立中央水産試験場が毎年4月に実施

している、音響とフレームトロールによるスケトウダラ仔稚魚分布調査の結果を示す

（図14、板谷ほか 2008，北海道立中央水産試験場資料）。2005~2007年の調査では、

かつてスケトウダラ若齢個体が多く分布していたといわれる武蔵堆周辺海域（佐々木・

夏目 1990）に加えて、主たる産卵場に近い渡島半島西部日本海ならびに対馬暖流の下

流域に当たるオホーツク海までの広範な海域を調査対象として実施したが、檜山沿岸の

産卵場に近い渡島半島西部海域ではスケトウダラ仔稚魚は全く採集されず、石狩湾以北

の道西日本海北部ならびにオホーツク海側のみで採集された。この現象について、三宅

（2008）は、本調査結果ならびにステージ別の卵の分布状況から、本系群の産卵場であ

る岩内湾および檜山海域で産出された卵の大部分は、北上する対馬暖流によって石狩湾

周辺海域に輸送されるためと推定している。本調査結果における近年最大の関心事は、

2006年度の調査で捉えられた浮遊期仔魚の採集量ならびに分布密度が、近年の中では格

段に高い値を示したことであった。仮に2006年級群が高い豊度を保ったまま漁獲対象資

源に加入し、今後親魚として再生産に関与することになれば、近年極めて低い水準にあ

る親魚量を回復させ、加入量水準を底上げすることが期待されている。また、この2006

年を端緒に、1980年代後半にみられた高い再生産成功率の年代が再来するのではという

期待も高まった。しかし、翌2007年の調査で計測された浮遊期仔魚の分布密度は、魚探

調査で2006年級群の11%、フレームトロール調査ではわずか1%と極めて低い水準に留ま

り、さらに2008年の同調査において捕捉された2008年級群の浮遊期仔魚についても、魚

探調査で2006年級群の20%、フレームトロール調査では6%と低水準に終わるなど、浮遊

期0歳魚の高豊度発生は2006年のみの現象に留まった。 

 着底後のスケトウダラ0歳魚が漁獲される調査として、毎年7~11月頃に北海道水試が

調査船を用いて雄冬沖ならびに天売・焼尻両島の近海で実施している着底トロール調査

がある。同調査の結果を過去に遡って精査し、同調査におけるスケトウダラ0歳魚のCPUE
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（1000m曳網あたり漁獲尾数）の推移を図15に示した（板谷 2008，北海道立中央水産試

験場資料）。個々の曳網から求まるCPUEのばらつきは、同じ年の中でも大きいものの、

調査年ごとにCPUEの平均値を求めると、1995・1998・1999年の平均CPUEが高いことが示

された。近年では2005・2006年級群のCPUEが比較的高い値を示した一方で、2002~2004

年ならびに2007年級群のCPUEがかなり低い値を取っていることが特徴である。また、後

述する2007年度漁期における2005年級群2歳魚の漁獲尾数が近年の実績を大きく上回っ

たことにより、コホート解析からは2005年級群の豊度が従来想定していたよりも大きい

可能性が示唆されているが、各種調査結果の中で2005年級群の豊度がそれまでよりも高

いことを示した調査はこの調査のみであり、今後の2005年級群の豊度の推移とともに、

この調査の価値が注目されるところである。 

 2005~2008年の5月に道西日本海北部海域において北海道区水産研究所が実施した、

スケトウダラ稚・幼魚を対象とする計量魚探調査の結果を表4ならびに図16に示した。

2005年の調査では、積丹半島以南、渡島半島西岸を含む北海道西岸日本海全域を調査対

象としたが、翌2006年以降は、石狩湾以北の道西日本海北部海域のみを対象とし、代わ

りに調査定線間隔を半分にして調査密度を上げる方向に変更した。また、幼魚･若齢魚

の分布を捉えることを主たる目的としていたことから、2006及び2007年調査では、小型

の個体が分布すると想定された海底深度350m以浅の海域に限定して調査を実施したが、

2008年調査では、それまでの調査で捉えられた2006年級群が成長してより深い海域まで

分布を広げる可能性を考慮し、海底深度800m以浅の範囲へと調査範囲を拡大した。2005

年の調査では各年齢群ともに殆ど魚群反応として捉えることが出来なかったが、翌2006

年の調査では、先の北海道水試の調査と同様に、2006年級群の浮遊期仔魚が、本道沿岸

よりの海域に大量に分布する様子が観察された。2007年の調査では、1歳魚の2006年級

は武蔵堆南部の海底深度150~200ｍの海域で、また2008年の調査では2歳魚となった

2006年級は焼尻島北西沖ならびに利尻・礼文両島の西側陸棚斜面150~300m深の海底上

及び中層に多く分布していた。各年の調査結果のいずれについても、2006年級群の現存

量推定値は、その前後の年級群のそれよりも1,2桁近く高い値を示したことから、2006

年級群が近年の若齢魚群あるいは新規加入群としては高い水準にあることが想像され

る。 

 

(3)漁獲物の年齢組成 

 図17ならびに補足資料4に、漁獲物の年齢組成を示した。1990年度前後の漁獲量の多

かった時期には、漁獲物年齢組成は4歳魚を中心に3～5歳魚が漁獲の大きな部分を占め

ていたが、1997年度以降、これらの年齢群の漁獲は減少した。10歳を超える高齢魚の割

合は常に低い。漁獲量の増加が見られた2001年度に3歳魚（1998年級群）、2002年度に4

歳魚が多く漁獲されたが、2003年度以降の漁獲物には1998年級群それほど出現しなかっ

た。それ以降は特に目立って大きな年級群は漁獲物中には現れていなかったが、2007年

漁期に2歳魚（2005年級群）の漁獲が増加した。 

(4)資源量と漁獲割合の推移 

 チューニングVPAによって推定した年齢別資源尾数･重量の推移ならびに毎年の漁獲割

合を表4および図18～20に示した。 
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 1987～1991年度の間、本系群の資源量は722～868千トンと高い水準にあったが、1991

年度以降は減少の一途を辿り、2007年度当初には103千トンにまで減少した。これは、

これまでに資源計算が行われている1981年度以降で最低の値である。 

 毎年の新規加入量が低調に推移する中、1998年級群は、2歳魚時点での資源尾数が4.4

億尾と推測され(表4、図18および補足資料4)、10億尾を超えていた1984~1986年級群な

らびに1988年級群に比べれば低いものの、近年の中では比較的高い水準の年級であると

考えられた。実際にこの年級群が3～4歳であった2001~2002年漁期には、この年級群を

主体としてそれなりの漁獲が見られており(図17および補足資料4)、当時はこの年級が

今後数年にわたり漁獲の中心となることが予想されていた（八吹 2004）。ところが、

翌2003年の漁獲及び資源量における1998年級群の占める割合はその他の年級群と同程

度まで低下し（八吹 2005、図17~19および補足資料4）、1998年級群が9歳になった2007

年度当初時点での資源尾数は13.4百万尾であった。これは、それ以前の1994～1995年級

群と同程度かむしろ低い位の水準である。一方、漁獲割合（資源量に対する漁獲量の比）

の推移を見ると(図20)、2002年度における漁獲割合が大きく上昇していた。この年は、

沿岸漁業におけるTACが漁期半ばに満量になる可能性があることから、期中改訂が行わ

れ、沿岸・沖合ともにTACが上乗せされた年度である。そして前述の通り、この年の漁

獲の中心は4歳魚（1998年級群）であった（図17）。その後も、資源量の減少傾向は継

続しており、近年の漁獲割合は過去20数年の中でも高い水準で推移している。 

 1998年級群以降、近年の新規加入群は非常に低調で推移してきたが、2007年漁期に、

2歳魚（2005年級群）が約1千万尾ほど漁獲された（図17、補足資料4）。2002年以降、2

歳魚の漁獲尾数は百万~6百万尾程度で推移しており、近年の倍近い漁獲があったこと

になる。これにより、コホート解析で求まる2005年級群の資源尾数推定値も2億尾強と、

2002年漁期における2000年級群（2歳魚）の加入時豊度に匹敵する高い値が算出され、

2005年級群の豊度が昨年まで想定していたよりも高い可能性が示唆される結果となっ

た（図18，19、補足資料4）。 

 チューニングVPAの結果をもとに、親魚量とそこから発生した加入量（2歳魚時点）の

関係を表4ならびに図21に示した。なお本評価報告書中では、親魚量の年度を、実際の

産卵期（12~3月）の年度ではなく、翌年度4月時点の年度で示し、その親魚から産出さ

れた新規加入群と年度を揃えて表記している。例えば表4において、2000年度の行には、

加入量として2002年度の2歳魚の資源尾数（0歳魚時点での資源尾数が不明のため）、そ

れを生み出した親として1999年度末時点=2000年度当初の親魚量、それらから計算した

再生産成功率を同一の行に並べて示してある。加入量は1989年級群以降減少し、特に

2002年級群以降は8千万尾を下回る非常に低い水準で推移してきたが、2005年級群の豊

度として近年では比較的高い値（2.1億尾）が推定されたことから、同年級群を発生さ

せた年の再生産成功率は、2.2尾/kgと、1989年とほぼ同じ水準まで跳ね上がる結果とな

った。ただし、2~3歳といった未成魚は、漁獲対象資源に加入したばかりで、まだ漁獲

の主体では無いこと、またコホート解析における近年の若齢魚の推定精度が高くないと

いう特徴からすると、今後漁獲データが蓄積することで当該年級群の豊度ならびに再生

産成功率が大きく変動する可能性があることには留意しなくてはならない。 

 チューニングVPAの結果について、Mに関する感度解析を行った（図22）。3歳以上に
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用いたMの値: 0.25を±0.05変化させた場合の資源量の推定値を比較した。なお、2歳の

Mについても、3歳以上と連動させて±0.05変化させた。資源量の変化は、M=0.30とM=0.20

でそれぞれ、M=0.25に比べて+20千トン(20%)と-15千トン(-15%)であった。親魚量も同

様に、Mの値が大きくなると大きくなり、M=0.30とM=0.20でそれぞれ、9千トン（16%）

と-7千トン（-12%）であった。 

 本系群の資源量は、1990年をピークに減少を続けており、近年はピーク時の1割程度

となっている(2007年時点)。また、過去には檜山沿岸、岩内湾、石狩湾、雄冬沖、武蔵

堆、利尻島・礼文島周辺にあったとされる産卵場も、現在主たる産卵場は岩内湾ならび

に檜山沿岸に限定され、雄冬以北海域では産卵場が形成されていない（北海道立中央水

産試験場資源管理部 2007）。これらの要因として、海洋環境の変動が資源にもたらす

影響について検討した研究成果が近年相次いで発表された。Miyake(2002)は、対馬暖流

の強勢と本系群の資源量の減少との対応について考察した。Funamoto(2007)は、当該系

群における新規加入量の規模が、同年2月の石狩湾周辺海域の表面水温と負の相関を、

また親魚量と正の相関を持つことを示した上で、同時期の水温と親魚量から過去の加入

量を高精度で再現しうる加入量予測モデルを発表した。また三宅ほか(2006)、三宅

（2008）は、産卵親魚が産卵のために移動し始める秋季の鉛直水温分布とスケトウダラ

の分布水深の対応、さらに過去50年超にわたる道西日本海沿岸の水温と沿岸漁業による

スケトウダラ漁獲量ならびに再生産成功率の推移の関係について検討し、水温と回遊経

路の変化ならびに石狩湾以北の産卵場消失との関係について以下の様に考察した： 1955

~1975年頃にかけて、および1989年以降の高水温期には、スケトウダラ産卵群は高水温

を避けて産卵回遊しており、それが武蔵堆や雄冬岬沖など比較的水深が浅く、高水温に

晒されやすい水域における産卵場への産卵回遊を阻害し、産卵場の消失をもたらした可

能性が高いこと、その一方で、高水温期にある現在は、武蔵堆から積丹半島に至る400

~450m深の冷水域を産卵親魚が南下回遊することで檜山沿岸海域に到達することがで

き、結果的に同海域における産卵場が維持されている。 

 

(5)資源の水準・動向 

 1981～2007年度の27年間の資源量推定値の中で、2007年度当初の資源量103千トンは、

過去最低であった。また、1990年をピークに、資源量は毎年減少し続け、現在はピーク

時の12%まで減少している。過去27年間の資源量の増減幅を３等分して水準の基準とす

ると、当然のことながら水準は低水準となる。一方、2007年度当初まで一貫して減少し

続けてきた資源量は、2008年初頭の資源量推定値で138千トンと若干回復した。従来と

同様に、過去5年間の資源量に回帰直線を当てはめると、回帰式の傾きの95%信頼区間は

０を挟んで正負両方の値を含むようになり、昨年度までのように有意に減少していると

は言えなくなった。但し、2008年度当初における資源量の回復には、まだ加入前の2006

年級群の2歳魚の豊度として1998年級群と同等の高い豊度を仮定した効果が含まれてい

ること、また同じく高豊度と推定されている2005年級群の豊度についても、コホート解

析上最も不安定な部分の値であり、今後の漁獲動向や漁獲圧の掛かり方によって大きく

変動することも予想される。2007年度まで資源の減少傾向が毎年変わらずに進行してき

たことを鑑み、本年度の評価においては、動向は従来と同じく「減少」と判断する。 

スケトウダラ日本海北部系群-14-

- 306 -



 

 

(6)再生産関係 

 図23に、親魚量と加入量の関係を示した。資源量の推移における2歳魚の資源量の変

化を見ても明らかだが（図18，19）、1980年代後半から1990年代前半にかけて当該系群

の資源量が増加した理由は、1984年から5年間にわたり高い再生産成功率が継続し、こ

の時期に発生した卓越年級群がその後の資源量を押し上げたことによる（図21，23）。

しかし、1989年以降再生産成功率は急激に低下し、親魚量自体はその後も暫く高い位置

を保っていたにもかかわらず、卓越年級群が出現することはなかった。そして、それま

で資源を支えていた卓越年級群が高齢になり、利用し尽くされて資源から消えるのと同

時に親魚量は減少しはじめ、現在の親魚量は1980年度以降で最低の水準にある。資源量

については2008年度当初に若干の回復がみられるものの、前述したようにこれには2006

年級群の豊度を1998年級群並と仮定した影響も含まれる。 

 本資源における再生産の特徴は、卓越年級群を産んだ高い再生産成功率は、1984年か

ら5年間連続した後、その後2005年級群の発生までの約20年間、一貫して低い値をとり

続けていた点である。4-(4)にて前述した通り、Funamoto (2007)は、当該系群における

新規加入量の規模が、同年2月の石狩湾周辺海域の表面水温と負の相関を、また親魚量

と正の相関を持ち、同時期の水温と親魚量から高精度で加入量を再現しうることを示し

た。また三宅（2008）は、冬季の道西日本海における水温と沿岸漁業による漁獲量なら

びに再生産成功率（RPS）の相関について調べ、RPSが低下した1989年以降の冬季の水温

がこれまでになく高い水準で推移していることを示した。1980年代後半以降、当該系群

が再生産を行うのに好適な環境条件が整うことはごく希な現象（年）であり、低い再生

産成功率を想定する中で資源を回復させ、漁業を維持する方策を考える必要があろう。 

 一方で、これまで何度か触れているように、2007年度漁期における2歳魚（2005年級

群）の漁獲量が多かったことから（約1千万尾。近年のほぼ2倍）、これまであまり注目

されていなかった2005年級群の豊度が近年の中では高い水準にあることが示唆されて

いる。現時点での2005年級群の資源尾数とそれを生み出した親魚量から計算された再生

産成功率は前述の通り2.2尾/kgで、近年の再生産成功率の4~5倍に当たる。さらに2006

年級群については、各種調査結果から、ここ数年の間に発生した年級の中では非常に高

い豊度であることが示唆されており、その再生産成功率は2005年級群のそれをさらに上

回ることが考えられる。これらの結果は、2005・2006両年にかけて、産卵ならびに再生

産に好適な環境条件が整い、約20年振りに再生産成功率が高まった可能性を示唆する。

1980年代後半以降の再生産には好適でない環境条件が続く時期の中にも、2005・2006両

年のように再生産条件の良好な年が発生しうることが示されたことは、今後もその様な

条件が整うことを期待しうることを意味する。しかし、新規加入量は再生産成功率と親

魚量の積で求められる。2005~2006年にかけて高い再生産成功率をもたらす環境条件が

揃っても、親魚量水準は1980年代後半から1990年代前半の約1/7まで減少していたこと

から、その加入量は1990年代後半以降の中程度に留まってしまった。この様に、せっか

く再生産成功率が上昇する環境が整っても、そのときに適切な量の親魚量が残っていな

ければ、加入量の改善は見込めない。したがって、資源の回復を図るためには、今後も

時折訪れると予想される再生産環境の好転を活かせるよう、親魚量を回復に向けること

が重要である。 
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(7)Blimitの設定 

 平成18年度（2006年度）の当該系群における資源評価より、親魚量と加入量の関係か

ら、親魚量がそれ以下になると加入量水準が大幅に低下する直前の親魚量水準

（B2000=146千トン）を、本系群におけるBlimitに設定し、親魚量の回復目標としてい

る（図21，23）。 

 

(8)今後の加入量の見積もり 

 再生産成功率（RPS）は、1989年以降低い値で推移していたが、2005年級群の2歳魚時

点での漁獲が近年にくらべて多かったことから、これまで想定したよりも2005年級群の

豊度が高いことが予想されている（図21）。また、コホート解析の対象にはまだ入って

来ていないものの、各種調査結果から、今漁期から2歳魚として漁獲が始まる2006年級

群の豊度は2005年級群よりも更に高いことが推測されている。その規模は、浮遊期0歳

魚時点では2005年級群の3~10倍（図14）、秋季の着底期0歳魚トロール調査では明確な

差がみられなかったものの（図15）、 越冬後の1歳魚時点で約80倍、2歳魚時点で12倍

（表4）と、オーダーが異なる可能性も示唆されている。しかし、調査船調査による観

察結果では、2006年級群が近年のそれよりも豊度の高い大きな年級であることは間違い

ないとはいえ、過去に例の無いような巨大な卓越年級群とは考えられない。2005年級群

の資源尾数計算値は、コホート解析において最も信頼性の低い「最近年の最若齢」部分

にあたり、今後漁獲情報が蓄積されていく中で、その豊度に大幅な修正が施される可能

性がある。とはいえ、現時点で2005年級群を漁獲した2007年漁期の2歳魚に対する漁獲

係数Fを操作するのに十分な情報も無く、現状では従来通り過去5カ年のFの平均値を用

いるのが妥当であろうと考える。一方で、2008年度漁期当初における2歳魚の加入尾数、

すなわち2006年級群の新規加入尾数については、従来であれば2006年度当初の親魚量に

RPSの平均値（点推定）あるいは過去のRPSからランダムに選んだ値（シミュレーション）

を乗じて求めるところであるが、この方法では2006年級群の豊度は2005年級群を大きく

下回ることとなり、これまでの調査結果から得られている、「2006年級群の豊度が高い」

とする結果と矛盾する。そこで、本年の資源評価、特に将来予測の実施に際しては、2006

年級群の2歳時点での豊度として、過去10年間で最も高い豊度で加入した1998年級群の2

歳魚時点での資源尾数を仮の値として2006年級群の資源尾数に代入し、その後の予測計

算を行うこととした。但し、この措置はあくまで2006年級群の豊度が分からないが故の

緊急的な措置であり、2006年級群を産み出した際の再生産成功率の値は仮の値である。

さらに、調査結果からは、2007年級群以降の発生年級群の豊度が再び低いレベルに留ま

っている可能性が高いことが指摘され、2007年以降、再び再生産成功率は従来の低い水

準に戻ったことが考えられる。これらの結果から、2007年級群以降の再生産を推定する

に当たっては、仮の2006年級群から求まる値は含めず、従来通り1989年から2005年まで

のRPSの平均値(RPSave(89-))を再生産関係のパラメタとして採用し、その年の親魚量推

定値との乗算にて加入量予測を行うこととする。 

 

(9)生物学的管理基準（漁獲係数）と現状の漁獲圧の関係 

 図24に、2002～2006年平均の年齢別選択率の下でのFによるYPRと%SPRを示した。本系
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群では2007年度のF（Fcurrent:0.393）は、1989年度以降2005年度までのRPSave(1.6尾

/kg)より求めた%SPR(67.5%)に対応するF（0.132、図24ではF(RPSave89-)と表記）より

も約3倍高い。現状の漁獲圧の下での1世代時間（親魚の平均年齢）当たりの変化率

（RPSave:0.0016×SPR(Fcurrent):315.9）を求めると0.52となった。これは、現在の低

いRPSと高い漁獲圧の組み合わせの下では、資源は一世代時間（親魚の平均年齢）当た

り元の資源量の52%まで減少することを意味する。 

 

5．2009年ABCの算定 

(1)資源評価のまとめ 

 当該系群における漁獲方策の決定には、親魚量を用いている。親魚量とそこから発生

する加入量水準、再生産成功率の関係より（図21，23）、親魚量がそれ以下になると加

入量水準ならびに再生産成功率が大きく低下する2000年度当初の親魚量（146千トン）

を、当該系群におけるBlimitに設定した。 

 その様な管理方策の下、当該系群の親魚量は1990年代初頭よりほぼ一貫して減少傾向

を示し、2008年当初時点で42千トンと、最低値を更新し続けている（図21）。 

 また、平成18年度の評価からは、過去例のない水準まで減少してしまった親魚量を、

それなりの漁業規模を維持しつつ、短期間のうちに回復させることが事実上不可能であ

ることから、それまでの「年限を決めて資源の回復を目指す」方針から、「徐々にでも

親魚量をBlimit に向けて回復させ得るF（具体的には0.9Fsus）」という管理方策への

転換を行った。それと同時に、毎年のFsusを基準とした管理方策の下では、漁獲圧の削

減が実現されなかった場合に資源の減少に歯止めが掛からなくなってしまうことから、

ABCの方針転換と併せて、その後も漁獲圧の削減が不十分で、結果的に親魚量が3万トン

を下回るまでに減少した場合には漁獲を停止するという「Bban」の設定を提起してきた

（詳細は「7. Bbanの設定について」を参照）。 

 2歳魚時点での新規加入資源尾数は、親魚量と同様にここ数年最低値を更新し続けて

きたものの、2007年漁期における2005年級群の漁獲尾数が近年の約2倍ほど高い値をと

ったことから、暫くぶりに前年を上回ることが想定されている。さらに2006年級群につ

いてはこれまでの諸調査結果から高豊度の年級群であることが期待されるなど、2005・

2006両年級群については約10年振りの増加が期待されている。一方で、2007年級群以降

の年級については、仔稚魚調査でごくわずかしか捉えられていないことから、比較的高

い豊度での加入条件が期待できるのは2005・2006両年級群のみで、その後は再び低い加

入水準に留まることが予想される。これらの結果から、次項以降で行う当該資源の将来

予測における新規加入量の推定にあたっては、4-(8)にて前述したとおり、2006年級群

については1998年級群の豊度を代入、2007年級群以降については、従来通り1989~2005

年度のRPSの平均値と親魚量の積算により新規加入量を推定する方法を用いた。 

 上述した通り、本系群の再生産においては、1989年以降現在まで続いている低い再生

産成功率をもたらす環境条件が常態であることを認識する必要がある。それと同時に、

2005・2006年級群の発生時のように、今後も突発的に再生産に好適な環境が整う年が発

生することを念頭に置き、十分な親魚量の維持に務めることで、再び好適な条件が整っ

た時に、より多くの加入量をもたらせる準備をしておくことは、現在過去に例のない水

スケトウダラ日本海北部系群-17-

- 309 -



 

 

準まで減少してしまった本資源を維持、回復させる上では非常に重要かつ効果的な方策

である。 

 

(2)漁獲シナリオに対応した2009年ABC並びに推定漁獲量の算定 

 当該系群の資源解析においては、年々の資源量（B）と親魚量（SSB）、加入量（R）

を用いることが可能であり、また現在SSBがBlimitを大きく下回る状況であることから、

当該資源のABC算定には、平成20年ABC算定のための基本規則1‐1)-(2)を用いる。 

 様々な漁獲シナリオとそれを実現するFの下で、今後の漁獲量と親魚量の推定を行っ

た。計算にあたり、2008年度の各年齢のFは2007年度と同程度と仮定した。ちなみに

Fcurrentは、2007年度の選択率が1となる8歳時点のFで0.393であった。これらの仮定お

よびルールに基づき2009年から30年間の漁獲量と親魚量の変化を予測し、結果を下表な

らびに表5、図25に示した。なお、ここでの将来予測は点推定のみであり、再生産成功

率のばらつきを考慮した将来予測のシミュレーションについては、次項「不確実性を考

慮した検討」にて行う。 

 

!"#$%& !"'()*+,
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 2005ならびに2006年級群が近年では高い豊度の年級群として資源に加入し、数年後に

親魚となることが想定されることから、現在の漁獲圧Fcurrentの下でも、親魚量は2010

年から4年間程度高い値を示し、ピーク時には６万トンを越えるまでに回復することが

予想される。しかし、2007年級群以降の新規加入群豊度にそれほど高い値を期待できな

いことから、Fcurrentのままでは、結局2005・2006年級群で増えた資源をそのまま獲り

尽くしてしまい、その後は再び親魚量は現時点よりもさらに減少してしまう。2005・2006

両年級群の豊度が高いことは、資源の回復ならびに漁業の維持にとって好適な条件であ

ることは確かであるが、いずれにせよ現状の漁獲圧を大幅に削減しないことには、親魚

量のBlimit水準への回復どころか、せっかく回復しかけた親魚水準の維持すらままなら

ない（表5、図25下）。Fを現行の40%にあたる0.157程度に抑えた場合（0.4Fcurrent、
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本報告書ではこの値を以後Fsusとして表記する）、漁獲規制開始から5~6年の後に親魚

量は8万トン前後で安定することが予想され、それより低いFでは資源は徐々に増加、逆

にそれより高いFでは資源は徐々に減少する（表5、図25下）。親魚量をBlimit水準まで

回復させることを目標とした場合、それを10年間で達成するためにはFを現在の7%にあ

たる0.03まで下げなくてはいけない。この場合に許容される漁獲量は年間わずかに2~3

千トンしかなくなってしまう。また20年で回復させることを目標とする場合はFを現在

の22%に当たる0.09に、30年かけて回復させる場合には現在のFの28%：0.11まで漁獲係

数を絞り込む必要がある。なお、FsusにSSB/Blimの比を乗じてFを減ずる管理シナリオ

では、親魚量の回復に応じてFが上昇するため、管理の途上で資源回復の度合いが停滞

し、途中からF一定方策（Fsim20yr）による親魚量を下回るようになる。結果的に管理

から30年経過しても、親魚量はBlimitまで回復しない。 

 

(3)加入量の不確実性を考慮した検討、シナリオの評価 

 1989～2005年度のRPSが2009年度以降重複を許してランダムに現れるという条件の下、

2008年度当初の資源量および親魚量をスタートとし、表5に示した各種のシナリオの下

で30年間漁獲を行った場合の資源量、漁獲量ならびに親魚量の推移についてシミュレー

ション（1000回反復計算）を行った。結果（抜粋）を下表ならびに図26に示す。なお、

シミュレーション実施にあたっての不確定要素はRPSのみとし、評価誤差などの要因は

含んでいない。また、2008年度当初に2歳魚として加入した2006年級群の資源尾数とし

ては、先の点推定による将来予測と同様に、1998年級群が2歳魚で加入した際の資源尾

数をそのまま代入して用いた。 

 先の点推定による将来予測と同様、Fsus(0.157)を境にして、それ以下のFでは資源は

徐々に増加、それ以上のFを掛けた場合には資源は徐々に減少する傾向が示された。既

に親魚量自体が小さく、かつRPSの変動範囲も小さいため、反復計算を行っても、その

分布範囲が平均値から大きく外れることはなかった。 
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将来漁獲量 評価 
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2.3 千

トン 
52.5% 97.4% 99.9%  0% 1.8 千トン 

親魚量の増大 

(SSB/Blimit×

Fsus (基準値)) 

(Frec) 

0.045 

(0.12Fcu

rrent) 

2.1% 

7.1 千トン

～    

10.3 千トン 

6.5 千

トン 
0.3% 11.4% 26.9% 0% 3.1 千トン 

親魚量の増大 

(20 年で Blimit

へ回復) 

(Frec20yr) 

0.088 

(0.22Fcu

rrent) 

4.0% 

6.4 千トン 

～    

8.2 千トン 

7.0 千

トン 
4.3% 48.1% 79.8% 0% 5.9 千トン 

親魚量の増大 

(30 年で Blimit

へ回復) 

(Frec30yr) 

0.111 

(0.28Fcu

rrent) 

5.0% 

7.7 千トン 

～    

10.0 千トン 

8.6 千

トン 
0.8% 19.5% 46.8% 0% 7.4 千トン 

親魚量の増大* 

(わずかでも親

魚量を増大) 

(0.9Fsus) 

0.141 

(0.36Fcu

rrent) 

6.3% 

9.1 千トン 

～    

11.7 千トン 

10.5 千

トン 
0% 2.3% 8.4% 0% 9.3 千トン 

親魚量の現状維

持* 

(Fsus) 

0.157 

(0.40Fcu

rrent) 

7.0% 

9.6 千トン 

～    

12.5 千トン 

11.4 千

トン 
0% 0.7% 2.5% 0% 10.3 千トン 

            
2009 年 

算定漁獲量 

漁獲圧の半減 

(0.5Fcurrent) 

0.196 

(0.50Fcu

rrent) 

8.6% 

11.0 千トン 

～    

14.3 千トン 

13.5 千

トン 
0% 0% 0% 0% 12.7 千トン 

漁獲圧の維持 

(Fcurrent) 

0.393 

(1.00Fcu

rrent) 

16.3% 

13.7 千トン 

～    

18.9 千トン 

21.1 千

トン 
0% 0% 0% 72.1% 24.1 千トン 

（5 年後の将来漁獲量の幅は、再生産成功率の不確実性を考慮に入れた将来漁獲量のシミュレーション

における 10%tile~90%tile の値） 
 

コメント 

1) 仔稚魚・幼魚を対象とした各種調査船調査の結果ならびに 2007 年度漁期の当業船からの情報から、

2006 年級群の豊度は近年では高い水準にあることが予測されている。従来の 2 歳魚加入量推定法では、

計算に用いる平均 RPS が低いために、2006 年級群の 2 歳魚加入時点での豊度は前年の 2005 年級群を下

回る結果となり、調査結果等の情報と矛盾することから、本評価報告書における将来予測の試算にあた

っては、2006 年級群の 2 歳時点加入量として、過去 10 年間で最も豊度の高かった 1998 年級群の 2 歳

魚時点での資源尾数を代入し、その後の将来予測の計算を進めた。 
 

2) 本系群における平均的な再生産成功率に対して、現在の漁獲圧はこれより遙かに高く、資源の減少
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を食い止めるに至っていないが、前述のとおり、2006 年級群については近年の中では比較的豊度が高

いことが予想されている。また 2005 年級群についても、2 歳魚時点での漁獲量がそれ以前の年級に比

べて多いことから、昨年度評価時点で想定していたよりも高い豊度で加入した可能性が示唆されてい

る。2005・2006 両年級群が、現在想定あるいは期待されている高い豊度を維持したまま 2010 年以降に

親魚となる可能性を鑑み、当該資源の未成魚ならびに成魚の双方に掛かっている漁獲圧を現在の 4 割以

下の水準まで削減し、親魚量を長年にわたって維持することが出来れば、現在よりも好転した状態で資

源を維持・回復させうることも期待される。一方で、現在の漁獲圧を今後も維持した場合には、親魚量

は 2018 年度当初の時点で 51%の確率で 3 万トンを下回る。 
 

3) 当該系群における ABC としては、従来より 0.9Fsus を採用してきた。今後 2005・2006 両年級群が親

魚資源に加入することによって親魚量の増加が期待される中で Fsus による漁獲を行った場合、現時点

での親魚量よりも高い水準で親魚量の維持が予想されることから、本年度の評価については Fsus を ABC

に加えて扱うこととした（詳細については 5-(3)にて記述） 
 

4) 調査の結果、2007 年級群の豊度は近年の中でも非常に低く、また 2008 年級群についても低い豊度

に留まることが予想されている。 
 

5) 新規加入量は親魚量と再生産成功率を乗じた結果として求まるが、再生産成功率自体は人間の管理

の及ばない環境条件である。したがって、資源の回復を図るためには、今後も時折訪れると予想される

再生産環境の好転を活かせるよう、親魚量を回復に向けることが重要である。 
 

6) Fsus に SSB/SSBimit の比を掛けて F を減ずる管理シナリオでは、親魚量の回復に応じて F が上昇す

るため、資源回復の度合いが停滞し、途中から F 一定方策（Fsim20yr）による親魚量を下回るようにな

る。結果的にこの方策では 30 年経過しても Blimit までの親魚資源の資源回復は達成されない。 
 

7) 中期的管理方針では、資源回復計画に基づき資源の減少に歯止めを掛けることを目指して管理を行

うこととされており、0.9Fsus ならびに Fsus による漁獲シナリオはこれと合致する*。 
 

8) 2007 年度より、当該系群は資源回復計画対象魚種となった。特に豊度が高いことが予想されている

2006 年級群の幼魚・未成魚時点での漁獲を控え、出来る限り多くの個体を親魚まで獲り控え、再生産

に繋げることを目標に、沖底・沿岸の双方で漁獲圧削減の試みが検討・実施されている。 

 

 平成20年度ABC算定のための基本規則によれば、当該系群は親魚量がBlimitを下回っ

ており、親魚量を回復させうるFおよび漁獲シナリオがABCに合致する。現状の親魚量の

維持を目的とするFsusは、本来はこれに当たらないものであるが、本年度の資源評価に

おいては、2010年度以降に、2005・2006年級群が親魚資源へ加入する効果によって親魚

量が増加することが期待されていることから、Fsusによる漁獲によっても、親魚量は、

2008年度当初の親魚量：42千トンを上回る約8万トン弱の水準で安定することが予想さ

れる。さらに「中期的管理方針」では、当該系群の管理方針として、「資源回復計画に

基づき資源の減少に歯止めを掛けることを目指して管理を行うものとする」と記されて

おり、Fsusによる資源管理も、親魚量の減少傾向に歯止めをかける効果が認められる。

これらのことから、本年度の評価ならびにABCと呼びうる漁獲シナリオの選定において

は、従来の0.9Fsusに加えて、FsusもABCに含めることとした。但し、これは2005・2006

両年級群が高豊度で親魚資源に加入することを前提としている。今後の諸データの蓄積

ならびに解析結果によっては、両年級群による親魚量の回復効果が変化することも考え

られる。よって、FsusをABCに含ませる措置は、今年度のように高豊度の加入が期待さ

れる条件の下では有効としたが、来年度以降の評価においてもFsusをABCに含めるかど

うかは、将来の資源動向に応じて精査する必要がある。 

 なお、本項では2007年級群以降の加入量の不確実性のみについてシミュレーションに

よる検討を行っているが、実際には2006年級群の豊度については1998年級群と同程度と

いう仮定の値であり、また2005年級群もコホート解析において今後最も振れうる若齢魚

部分に当たることから、今後年を追って年齢別の漁獲データが出揃う中で、シミュレー
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ションの仮定部分が大きく変更されうることも考慮に入れておく必要がある。 

 

(4)ABC の再評価 

!"#$% &'() *+, -./01213 -./345673 89,

;<=>?;<=>?;<=>?;<=>?

@AAB%CDEF AGHIJKJ LMHGH LLGA NGH

@AAB%CO!"F AGHIJKJ N@GP QGP MGR

@AAB%C@AAN%O!"F AGHIJKJ NRGN RGQ PG@ LNGA

@AAN%CDEF AGHIJKJ BHGL QG@ MGQ

@AAN%CO!"F AGHIJKJ LQQGL BGQ PGH  

 近年の資源評価では、毎年再評価を行う度に資源量の下方修正が続いていたが、本年

度の再評価では、2007・2008両年ともに資源量は上方修正された。これは、資源量推定

の方法の変更による影響（単純なコホート解析から、魚探調査結果を加味したチューニ

ングVPAへ）と、2008年についてはこの年2歳魚として加入する2006年級群の仮の値とし

て過去10年間で最も高い豊度であった1998年級群の資源量を用いている為である。決し

てこの一年間で資源状態が改善されて値が変更された訳ではないことに留意されたい。

また若齢魚群の豊度はコホート解析において最も「振れやすい」値であり、今後の漁獲

動向によって大きく変化することも考えられることから、その増加の程度については、

今後の経過を注視する必要がある。 

 

6．ABC以外の管理方策の提言 

 本項では、ABCやTACに代表される漁獲総量規制とは別に、現在取られている資源回復・

保護の為の各種方策について記載する。 

 未成魚保護のため、資源管理協定に基づく体長制限（体長30cmまたは全長34cm）を下回

る小型魚が漁獲物の20%を超える場合は、漁場移動等の措置をとることになっている。ま

た資源回復計画の実施に伴い、3-(3)で前述したとおり、沖底においては、特に2006年級

群を獲り残すために、平成20~21年の2カ年について、スケトウダラの目的とした操業隻

日数の削減割合の拡大（従来1割減から2割減）、体長制限による漁場移動の際の範囲の明

確化（他の漁区への移動）、漁区移動後も同様に小型魚が2割を超えて漁獲された場合の

スケトウダラを狙った操業の自粛、さらにスケトウダラの1日の総水揚げ量に応じた操業

自粛などの措置を自主的に講じるとしている。 

 また、檜山沿岸の漁協では、一部産卵場の保護とともに、漁獲物中の水子(吸水卵)を有

する個体の割合が基準を超えた時点で漁獲を終了し、親魚の保護と産卵の助長に努めてい

る。 

 スケトウダラ仔稚魚調査ならびに越冬後の幼魚調査の結果から、2006年級群の豊度がそ

の前後の年級群よりも数倍程度高いことが示されており（表4、図14, 16）、今年度漁期

以降に、近年では比較的高い豊度を保ったまま漁獲対象資源に加入してくることが予想さ

れる。この年級群をうまく獲り残し、親魚量の底上げに寄与させることができるならば、

資源の減少傾向を少しでも和らげる上で有効であると考える。1998年級群が漁獲対象資源

として出現した際には、3~4歳魚の時点で高い漁獲圧が掛かり、結果的に同年級群が親魚
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になる前にあらかた獲り尽くしてしまった。今後2006年級群が2008年度に2歳魚、また2009

年度に3歳魚の未成魚として漁獲対象資源・漁場域に加入してくるのに先だって、関係者

間で当該年級群の利用法、とりわけ未成魚の保護をどうするかについて議論しておくこと

は有効であろう。資源回復計画においても、当該年級群の保護が主たる目標の一つとして

挙げられている。 

 

7．Bbanの設定について 

 平成18年度より採用している資源管理方策（Fの選択方法）では、仮に資源評価報告書

で提案したFlimitあるいはFsusを上回る漁獲圧の下で、資源量および親魚量が現在より更

に減少するような状況が発生した場合でも、翌年の評価ではその低下した親魚量を維持す

るF（Fsus）を探索し、それに1未満の係数を掛けたFlimitを新たに設定し直すのみに留ま

り、結果的に資源量の減少に歯止めを掛けることが出来ない。すなわち、資源の減少に歯

止めを掛けるためには、単にFlimitを求め、その下で想定される漁獲量を計算してABCと

するだけでは不十分であり、今後さらに資源の減少が進行していく際に、その歯止めとな

る機構を新たに盛り込まなければならない。この機構の一つがBban（禁漁あるいはそれに

準じた措置を提言する閾値）である。マイワシにおいては、これまで経験した最低の資源

量をBbanとしている（西田ほか 2006）。しかし、本資源においては、資源量・親魚量共

に1980年以降減少を続けている状況にあり（表4、図20, 21）、マイワシで採られている

方策を同様に当てはめることは出来ない。 

 一方、5-(3)で触れたように、1989年度以降続く低い再生産成功率（図19, 23）と現在

過去最低水準まで低下した親魚量の下では、仮に2008年度漁期から10年間で親魚量水準を

Blimitまで回復させようとすると、毎年わずか2~3千トン程度の漁獲しか出来ないような

厳しい漁獲規制を行わざるを得ないことが予測されている（表5、図25）。このように、

当該資源はその資源維持の上では非常に危険な状態にある一方で、上述のような長期間に

わたる極めて厳しい漁獲規制措置は事実上の漁業の破綻を意味することから、資源研究者

だけの判断で設定できる値ではない程に、資源の現状は切迫した状況に追い込まれている。  

 このように、本資源においてはマイワシのように生物学的根拠あるいは判断のみを以て

数値を設定することは不可能であり、かといってBbanを設定することなく今後も際限なく

資源を獲り減らし続けることは、資源の持続性の観点から問題である。 

以上の理由から、本評価報告書においては、平成18年度の評価報告書から提示している、

親魚量水準3万トンをBbanの叩き台として引き続き提案する。 
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表 1．スケトウダラ日本海北部系群の漁獲量（トン） 
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北海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計年報、日本海区沖合底びき網漁業漁獲統計調査資
料、漁業・養殖業生産統計年報、北海道水産現勢元資料、北水研・日水研資料、北海道
水試資料。 
集計は4月～翌3月の漁期年。2002年度以前の本州日本海北部は年計。2007年度は未確定。 
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表2．スケトウダラ日本海北部系群に対する北海道根拠の沖底の努力量とCPUE 
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表 3．2005~2008 年 5 月の北海道西部日本海（2006 年以降は石狩湾以北のみ）で実施した

計量魚探・トロール調査によって得られた、スケトウダラの年齢別現存量推定値（尾数）

（北海道区水産研究所資料） 
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,- ./ 0/

1 1 1 231145

6 1 1 231175

3 1 1 231185

8 896 79: 231135

7 89; 494 231165

4 793 :9: 231115

: 497 <93 26===5

; 693 69: 26==<5

< 19; 19< 26==;5

= 193 198 26==:5

61%> 693 69; 26==45

3114,

 

調査年によって、調査海域および調査対象海底深度が異なる。 

2005 年は北海道西岸日本海全域を調査対象とし、定線間隔を 20 カイリで設定した。2006

年以降は、石狩湾以北の道西日本海海域のみを対象とし、定線間隔を 10 カイリにして、

2005 年の倍の調査密度で実施した。 

2005 年については、日ロ中間ライン付近のはるか沖合まで調査対象としたが、2006・2007

両年については、調査対象を若齢魚に絞ることで、海底深度 350m 以浅の沿岸域のみを対

象とした。2008 年調査では、先の調査で大量に発見された 2006 年級群を把握する目的で、

海底深度 800m の沖合まで調査範囲を拡大した。 

更に、2005 および 2008 年については、同一定線上を昼夜それぞれ 1 回ずつ航走して魚探

反応を収録したが、2006~2007 年の魚探航走は昼間のみ実施し、夜間のデータは収録して

いない。 

なお、現存量の左に括弧で括って示した赤字の数値は、その年級群を示す。 
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表 4．スケトウダラ日本海北部系群の資源解析結果 

!"#$% !"#$% !"#$& !'()& !*& !)+,-%

./0. ../ 1/2 34/ 53. 36 375 67362 67065

./03 /8 186 332 234 .8 .7/ 67.15 .7.4/
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./00 .44 041 ./2 .901/ .5 /75 673./ 67/01

./0/ .23 065 310 515 .0 371 67353 671.2

.//6 .43 050 30/ 516 .1 373 67.5. 67812

.//. .21 038 35/ /./ .0 472 6738. 67800
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.//4 /. 565 320 2.5 .1 .78 67./0 67//0

.//2 8. 10. 36/ 432 .3 .75 67.32 67502

.//1 8. 158 33/ 3/5 .3 .74 67.24 67/.8

.//5 /6 131 354 312 .8 .76 67301 67183

.//8 85 2.6 332 388 .0 .73 67343 67586

.//0 10 442 .04 24/ .8 372 67.88 67220

./// 13 3/0 .53 358 .8 .75 67.42 6744/

3666 23 463 .25 340 .2 .75 67.68 67218

366. 25 3// .4/ .22 .1 .76 67.5. 67205

3663 1/ 38/ .26 84 3. 671 67306 67135

3664 44 3.8 ..2 16 .1 672 67.1. 6711.

3662 42 .01 .65 12 .0 671 67326 6742.

3661 35 .24 /8 3.3 .0 373 67358 672/.

3665 3. .65 81 24/ 36 ::170 6736/ 67145

3668 .0 .64 15 < .8 < 67.2/ 674/4

3660 .22: 23 < < < 67..0 674/4

=>?@AB CDEFG CHIDJKLM NOM DJ3P)Q RSTUVW RSM

 
* 2008年度の資源量推定値計算に際して、2008年度当初に2歳魚として加入する2006年

級群の豊度を1998年級群並と仮定した上でその2歳魚資源重量を求め、資源量に加えた。

これは、調査等の諸情報により、2006年級群の豊度が高いことが予想されているための

例外的な措置である。 

**仮に2006年級群の豊度が本当に1998年級群と同水準であった場合、再生産成功率は5.3

尾/kgと近年では極めて高い値をとることになるが、あくまで2006年級群の豊度は仮想値

であることから、将来予測のシミュレーションにおいては、2006年の再生産成功率は用

いず、従来通りコホート解析で加入尾数が予測されている2005年までの値を用いた。 

 漁獲量、資源量、漁獲割合、Fの年度については、表1に挙げた漁獲統計あるいはコホ

ート解析結果の年度とそのまま対応する。加入と再生産成功率（２歳の加入尾数/親魚量）

については、加入の年級群が0歳時の年度にずらして表示した。親魚量については、その

加入量を産出した親魚量を同じ行に並べて表記した。例えば、2000年級群を産出した親

魚量は正確には1999年度末（=2000年度当初）の親魚量であるが、これを2000年度の行に

示した。 

 2006～2008年度の発生年級群は2008年度当初時点ではまだ漁獲対象資源に加入してい

ない。2006年については上述の理由により仮の年級豊度に基づく再生産成功率を置いて

いるが、2007年以降については再生産成功率の計算は行っていない。 

 

スケトウダラ日本海北部系群-28-

- 320 -



 

 

表 5．F を変化させた場合の今後の漁獲量と親魚量の推移（点推定結果） 
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2006 年級群の 2 歳魚時点（2008 年当初）における加入尾数として、1998 年級の 2 歳魚資
源尾数を代入。 
太字で表示された親魚量は、Blimit を超過し、資源回復に成功した年。 
Fsus に SSB/SSBimit の比を掛けて F を減ずる方法では、親魚量の回復に応じて資源回復の
度合いが停滞し、途中から F 一定方策（Fsim20yr）による親魚量を下回るようになり、管
理から 30 年経過しても Blimit までの回復は達成されない。 
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図 1．スケトウダラ日本海北部系群の分布と回遊 
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図 2．スケトウダラ日本海北部系群の成長  

10+は 10 歳以上の個体を込みにした平均値。 

  

図 3．スケトウダラ日本海北部系群の年齢別成熟割合  

10+は 10 歳以上の個体を込みにした平均値。 
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図 4．スケトウダラ日本海北部系群の漁獲量の推移 

 
図 5．北海道日本海側の沖底による小海区別のスケトウダラ漁獲量の推移 

 

 

図 6．北海道日本海側海域における沖底の小海区区分 
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図 7．北海道日本海側南部海域のうち、檜山管内の 4 地域における、産卵親魚を対象とし

て 11～2 月に実施される延縄漁業による漁獲量の推移 

各地区の位置を上の地図に示した。（北海道立函館水産試験場資料） 
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図 8a．北海道根拠の沖底船（かけまわし 100 トン以上）における、スケトウダラ日本海北

部系群に対する漁獲努力量と CPUE の推移 

 
図 8b．北海道根拠の沖底船（かけまわし 100 トン以上）における、スケトウダラ日本海北

部系群を対象とした漁区数と資源量指数の推移 

図 9a．北海道檜山管内 4 地域における、産卵親魚を対象とした延縄漁業の努力量と CPUE

の推移  

各地区の位置は図 7 の地図上に示した。（北海道立函館水産試験場資料） 
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図 9b．図 9a で用いた延縄漁業の努力量および CPUE を、豊浜地区（爾志海区の一部）にお

ける一隻あたり使用縄数の変化で補正した結果（北海道立函館水産試験場資料） 

    

 

図 10．北海道檜山管内 4 地域における、産卵親魚を対象とした延縄漁業の地区別の努力量

と CPUE の推移 各地区の位置は図 7 の地図に示した。（北海道立函館水産試験場資料） 
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図11a．年齢別資源尾数による加重平均を行ったFの推移 

2008年のXは、2007年の各年齢別のFが2008年度も同様であったと仮定した上で、各年齢別

Fに2008年度当初の各年齢別資源尾数比を乗じて計算した2008年度のF。 

 

図11b．選択率が1となる年齢におけるFの推移  

2008年のXは、2008年の完全加入時のFが、同じく2007年度の完全加入時のFと同じである

と想定した場合の2008年度のF。ABCや将来予測で用いているFはこちらの値である。 
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図 12a．スケトウダラ漁期前音響調査で捉えられた毎年 10 月時点でのスケトウダラ成魚の

分布パターンの推移  

地図上の○の大きさは、魚群反応量(sA: m
2/nm2)を示す。（三宅 2008） 
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図 12a（続き）．スケトウダラ漁期前音響調査で捉えられた毎年 10 月時点でのスケトウダ

ラ成魚の分布パターンの推移  地図上の○の大きさは、魚群反応量(sA: m
2/nm2)を示す。

（三宅 2008） 

 
 

図 12b．スケトウダラ漁期前音響調査で捉えられた 10 月時点での北海道西部日本海におけ

るスケトウダラ成魚の現存量推定値の推移（上図：尾数、下図：重量） グラフ上に赤で

示した折れ線グラフは、本評価報告書作成時に計算した、tuning を行う前のプレーンなコ

ホート解析結果を基に、漁期当初の 4 月から 10 月までの自然死亡を考慮して再計算した

親魚資源尾数･重量を示す。なお、1996~97 年、2002 年については、天候不良等により十

分な調査面積を確保できなかったため、尾数計算は省き、また重量についてもこの後のチ

ューニング VPA では除外して扱った（斜線部）。(三宅 2008, 三宅 私信，北水研資料）
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図 13．産卵親魚を対象とした檜山沿岸延縄漁期中(12 月)の道西日本海南部海域において

実施した、計量魚探調査によるスケトウダラ親魚の分布パターンの推移と、調査海域全体

で得られた来遊親魚現存量の推移（左：尾数、右：重量）  

地図上の○の大きさが魚群反応量(sA: m
2/nm2)を示す。グラフ上に赤で示した折れ線グラ

フは、本評価報告書作成時に計算した、tuning を行う前のプレーンなコホート解析結果を

基に、漁期当初の 4 月から 12 月までの自然死亡を考慮して再計算した親魚資源尾数･重量

を示す。（北海道立函館水産試験場 2007，北海道立函館水産試験場資料，北水研資料） 
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図 14．毎年 4 月に道西日本海およびオホーツク海で実施したスケトウダラ仔稚魚分布調査

で計測された魚探による魚群反応量 sA（上段）とフレームトロールによる仔稚魚採集密度

の分布(下段)  

上の図では地図上の○の大きさが魚群反応量(sA: m
2/nm2)を、また下の図では採集尾数を

示す。（板谷ほか 2008，北海道立中央水産試験場資料） 
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図 15．毎年 7~11 月に、沖底中海区の「雄冬沖」ならびに「島周辺」（図 6 参照）に当た

る海域において着底トロールで採集されたスケトウダラ着底期 0 歳魚の CPUE(1000m 曳網

あたり漁獲尾数)の推移 

灰色の丸は個々の曳網に基づく CPUE データを、直線で繋がれた黒丸は、各年の CPUE 平均

値を示す。なお、2000 および 2001 年については欠測。（板谷 2008，北海道立中央水産試

験場資料） 
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図 16．2005~2008 年 5 月の北海道西部日本海（2006 年以降は石狩湾以北のみ）で実施し

た計量魚探・トロール調査によって得られた、スケトウダラの年齢別分布パターン（北海

道区水産研究所資料） 
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図 20．スケトウダラ日本海北部系群の資源量と漁獲割合の推移 

 

 

 

図 21．スケトウダラ日本海北部系群の親魚量と加入量、再生産成功率の経年変化 

横軸は加入の年度（発生年級）を示し、親魚量はその年級群を産出した親魚量、RPS

はそれらから計算された値を示している。2006 年級（赤と白の斜線でハッチ）につ

いては、1998 年級群の 2 歳魚時点での加入尾数をそのまま仮置きしている。その場

合に計算される 2006 年の再生産成功率を黄色の×で示した。 
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図 22．M による感度解析の結果（2007 年当初の推定資源量と親魚量の変化） 

 

 

図 23．スケトウダラ日本海北部系群の親魚量と加入量の関係 

2006・2007・2008 年級群はまだ加入しておらず、親魚量のみが明らかになっているため、

横軸上に X で示す。但し 2006 年級群のみは、諸調査結果から豊度が高いことが予想され

ていることから、1998 年級群と同水準と仮定した場合の値を仮置きしている。なお、RPS

平均値の計算に際して、2006 年級群の RPS は除いた。 
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図24．スケトウダラ日本海北部系群のFに対するYPRと%SPR 

Fは2007年度の年齢別Fにおいて選択率が1となる年齢における値（最高齢とは限らない）。 
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図25．様々なF値の下での2009～2039年度のスケトウダラ日本海北部系群の予想漁獲量

(上)と予想親魚量(下)の推移（親魚量については、翌年度当初時点での値を示した） 

いずれも1989年以降2005年までの再生産成功率の平均値と親魚量の積算で加入量を想定

した点推定値。なお、2006年級群の2歳魚加入時点の豊度として、1998年級群の2歳魚時点

資源尾数を仮定して代入。 
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図26．加入量の不確実性に関するシミュレーション結果（資源量、漁獲量、親魚量） 
 上から、Frec10yr (=0.027)、Fsus･SSB/Blim (=0.045:2009年度)、Frec30yr (=0.111)、
0.9Fsus(=0.141)、Fsus(=0.157)、0.5Fcurrent(=0.196)、一番下はFcurrent(=0.393)
の場合。加入量は1989-2005年度のRPSから重複を許してランダムに抽出したRPSに予想
親魚量を掛けて求めた。なお、2006年級群については、過去10年間で最大の加入量で
あった1998年級群と同じ規模で加入したものと仮定している。 
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補足資料 2 資源計算方法（ポープの近似法によるコホート解析を基本とし、音響資源調

査によって求まる現存量推定値によってチューニングを施した VPA: ADAPT） 

 

 当該系群の資源量推定にあたっては、ADAPT と呼ばれるチューニング VPA を用いている

（平松 2001）。この手法は、単純なコホート解析で求めた結果に対して、各種調査結果や

漁業から得られる CPUE などを用いて修正を行うもので、解析を行う期間内に漁獲努力量

や選択性に何らかの変化があった場合に、それを反映させるために行われる。 

 当該資源の評価においては、これまで単純なコホート解析(Pope 1972)をその資源解析

及び将来予測に用いてきたが、近年は資源の減少に伴う漁獲努力量の変動や、資源回復計

画に伴う漁獲規制などにより、漁獲努力量や年齢ごとの選択率などに変化が生じることも

予想される。 

 この度、北海道立水産試験場が 1996 年より現在に至るまで継続して実施している、北

海道西岸日本海全域に分布する産卵前の親魚を対象とした音響資源調査の結果が精査・確

定され、産卵親魚の現存量推定値の時系列データとして利用できることになった。この結

果を受けて、本年度の資源評価より、従来のコホート解析の結果を、この音響資源調査の

結果により調整するチューニング VPA を採用することとした。 

 

 まず、基本となるコホート解析には、pope (1972)の近似式を用いた。年齢別漁獲尾数

および漁獲物の年齢別平均体重を用い、韓国船の漁獲分を上積みしたうえで計算をおこな

った。韓国船の漁獲物の年齢組成は不明だが、日本の沖底船と漁場が重複することから、

日本の沖底船の漁獲物の組成と同じとした。10 歳は 11 歳以上を含めたプラスグループと

し、9 歳と 10 歳以上の年齢別資源尾数の計算は、下式により行った（平松 1999）： 
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 最近年の F（terminalF）の求め方については、これまで直近 3 ヵ年の年齢別 F の平均値

を用いたり（八吹 2004）、近年の F の推移の中で高い値を取った 2002 年の F（図 20a を参

照）を平均範囲から除いた上で terminalF を求める作業を行うなど（八吹 2005）年によ

り様々な方法を採っていたが、2005 年度より、年による F の変動が小さくなるよう直近 5

カ年(本年度の場合は 2002～2006 年度)の年齢別の F の平均値を terminalF として採用し

ている（本田ほか 2006）。10 歳以上の F は 9 歳の F に等しくなるよう推定した。また、

10 歳以上の terminal F については、後で述べる音響調査に基づく現存量推定値によるチ

ューニングにより値を求めた。 

 計算に用いた生物学的パラメタを以下に述べる。スケトウダラの年齢の起算日は、漁獲

量の集計期間に合わせて、4 月 1 日となっている。本系群のスケトウダラの近年の年齢別

の漁獲物測定資料（本文参照）から算出した漁期年での平均体重は以下のとおり： 
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年齢 2 3 4 5 6 7 8 9 10≦ 
体重（ｇ） 134 229 326 425 485 545 570 578 688 
 

 年齢別の成熟率(満年齢時)を以下に示す。成熟は3歳で一部始まり、6歳以降はほぼ全て

の個体が成熟する： 

 

年齢 2 3 4 5 6 7 8≦ 
成熟率 0 0.33 0.64 0.87 0.96 0.99 1.0 
 

 自然死亡係数(M)は、3歳以上の魚に対しては、太平洋系の値を参考にして0.25を用いた。

若齢魚の自然死亡係数は、一般に高齢魚のそれよりも高いことが知られているため、2歳

魚に対しては0.3を用いた。 

 

 続いて、北海道立水産試験場が実施している産卵親魚を対象とした音響資源調査の結果

を用いて、コホート解析のチューニングを行う。 

 本評価報告書の4-(2)で述べたとおり、当該系群の親魚を対象とする音響資源調査には、

毎年10月の産卵期前に北海道西部日本海全域で実施している調査（図12ab）と、毎年12月

に、産卵親魚を対象とした延縄漁業の主漁場を含む檜山沿岸域で実施している調査（図13）

の二種類があるが、今回は、データの時系列が10年以上蓄積している10月の調査結果をチ

ューニングに用いた。 

 音響調査が、親魚を対象とした漁期が始まる前の10月に実施されているのに対して、コ

ホート解析で求める親魚尾数は、毎年漁期始めの4月時点での資源尾数を算出している。

そこで、コホート解析で求めた毎年の年齢別親魚尾数に e
!
Mi

2 を乗じ、4月から10月までの

間の自然死亡による減耗を差し引いた値を求めた上で、音響調査による親魚の現存量（尾

数）と比較出来る形に変換した（なお、実際には漁期初めの4~5月にも産卵後の親魚を対

象とした漁獲がみられるものの、量的には秋から冬にかけての産卵期の漁獲が主体である

ことから、今回の解析では春季の漁獲による減耗は無視した）。 

 チューニングに用いる親魚の現存量推定に際しては、計量魚群探知機で捉えた魚群反応

に対してトロールによる漁獲試験を行い、反応がスケトウダラであるか否かを確認すると

ともに、スケトウダラの場合はその標本中の成熟率を調べ、次の産卵期に成熟・産卵する

と考えられる個体の比率を求めた上で魚群反応から親魚量を算出した。ただし、漁獲試験

に用いる漁具の曳網深度限界などの物理的制約により、漁獲試験で採集された個体のサイ

ズ組成が、実際に分布するスケトウダラ親魚群の真のサイズ組成よりも小さな側にずれる

可能性も示唆されている（三宅 私信）。これは尾数上では現存量の過大推定、またその

尾数に漁獲物の平均体重を掛けて求めた重量基準では、真の値よりも過小推定になる可能

性を孕んでいる。実際にはその体長差は現存量推定値に大きな影響をもたらすほどの影響

はないと想像されるものの（三宅 私信）、仮にその様な偏りが発生した場合に、よりそ

の影響が小さく表現されるという理由で、今回のチューニングには重量ベースでの親魚の

現存量および資源量を用いることとした。 

 以上の今回チューニングに用いたデータの算出法ならびに素性を整理する： 
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 チューニングされる側のVPAは、基本的に毎漁期はじめの年齢別資源尾数が計算のベー

スであるが、今回のチューニングに際しては、まず音響資源調査が行われる10月時点での

現存量と比較するために、年度初めの年齢別資源尾数に

 

e
"
Mi

2 を乗じて、4月から10月初め

までの自然死亡による減耗を考慮した。その後、年齢別資源尾数に各年齢の成熟率を掛け

て、10月時点での年齢別親魚尾数を算出した後、それに年齢別平均体重を掛け、最後に各

年齢群を合算して、10月時点での親魚資源重量とした。 

 チューニングに用いる音響資源調査で求められた親魚量については、スケトウダラ魚群

と判定された魚群反応を、漁獲試験で得られた標本のサイズ組成から求まる一尾当たりの

反応で除算して現存尾数に変換した後、その標本中の成熟個体の比率と、その成熟個体の

平均体重を乗じ、10月時点での親魚現存重量とした。 

 

 上述の方法で算出された、毎年10月初旬時点における、チューニング前の単純なコホー

ト解析ならびに音響資源調査の双方で求められた親魚の資源量・現存量推定値の推移を、

以下の付図3-1に示す。なお、1996~1997年ならびに2002年の魚探調査結果については、

調査時の荒天等の理由により十分な調査範囲を網羅することが出来なかったことから、今

回の解析からは除外した： 

 

付図 3-1（本文図 12b の一部を修正して再掲）. スケトウダラ漁期前音響調査で捉えられ

た 10 月時点での北海道西部日本海に分布するスケトウダラ成魚の現存量(重量)推定値（青

の棒グラフ）と、年齢別漁獲尾数の推移に基づく単純なコホート解析の結果算出された、

毎年 10 月時点での親魚資源重量の対応（赤の折れ線グラフ） (三宅 2008, 北水研資料) 

 

 本文中 4-(3)でも触れたように、1990 年代後半の親魚量の動向が、コホート解析ではな

だらかに減少しているのに対して、魚探調査の結果では、1998~2000 年度および 2003 年

の 2 回現存量が上昇している点での相違が目に付くものの、コホート解析の性質上飛び抜

けて大きさが異なる年級などが出現しない限りは、資源量の経年変化はなだらかに表現さ

れる傾向があり、一方調査で得た現存量推定値には、観測誤差や毎年の来遊パターンの違

いなどに起因する凹凸が現れることも考えられる。むしろ、音響調査とコホート解析とい

う異なる二つの方法によって求められた親魚量指標値の推移が、共に減少傾向で一致し、

かつその絶対値自体も近い値を取っていることから、両者はともにスケトウダラ親魚量の

減少傾向をそれぞれ同じく示していると考えられた。このことは、両者の関係を散布図に

して示した際に、有意な正の傾きを持つ回帰直線式が当てはまることからも示された。 
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 この、魚探調査とコホート解析の双方によって求められた毎年 10 月時点の親魚重量を

散布図にすると、以下のグラフのように表現された： 

付図 3-2. コホート解析と 10 月の音響資源調査でそれぞれ求められた毎年 10 月時点での

親魚重量・親魚現存量の散布図  

なお、回帰直線式を求める際には、音響資源調査の結果を独立変数、コホート解析の結果

を従属変数として計算している。（北海道立中央水産試験場資料，北水研資料） 

 

 チューニングは、以下の目的関数を最小とする Ft を探索する方法で実施した： 

 

SSQ = Ln Iy( ) " Ln q #Ny( )( )
2

1998

2007

$  

ここで、 

 

 

Iy： y 年 10 月の音響調査で求めた親魚現存重量 

 

 

Ny：コホート解析で求めた y 年 10 月時点での親魚資源重量 

 

 

q：比例定数 

である。 

 チューニングの結果、新たに求まった資源尾数ならびに親魚資源尾数は、以下のグラフ

に示すような結果となった。元の単純なコホート解析によって求められた値と比較する形

で示す： 
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付図 3-3. 10 月の音響資源調査で捉えた親魚現存量でチューニングを施したコホート解析

によって得られた資源量（上図）および親魚量（中図）と、最近年（2007，2008 年）の完

全加入年齢におけるターミナル F 値、2007 年度当初の資源量ならびに 2008 年度当初の親

魚量の数値（下表） チューニング後の結果はグラフ上の青の実線で、またチューニング

を施す前の値は赤の点線でそれぞれ示した。 

 

  チューニングの結果、1990 年代後半より、チューニングを施した資源量・親魚量の方

がチューニングを行わない単純なコホート解析による値を上回り初め、2001 年度以降は、
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資源量では約 2 万トン、親魚量では約 1.5 万トンほどチューニング VPA による値の方が高

い値で推移していた。この様に、本年度の評価報告書より採用した資源解析方法の改善に

より、近年の資源量ならびに親魚量の数値はそれぞれ上方修正されることとなったが、こ

れは近年資源が回復したことを意味するものではないことに留意されたい。実際に海の中

にいる真の資源量・親魚量を完璧に測定する方法が無い以上、従来より用いている漁業か

ら得られる年齢別漁獲尾数情報と、今回より併せて用いることとなった計量魚群探知機調

査の結果は、いずれかが正しくてもう片方が間違っているということではない。むしろ、

全く異なる情報に基づき、あるいは新たな情報を加味して計算を行った場合でも、1990 年

代以降資源が減少傾向にあり、現在の資源状態が過去最低の水準にあるという解析結果に

は違いが生じなかったことに着目し、その結果の重大性について考慮すべきであろう。 
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補足資料 3 調査船調査の経過及び結果 

 

 当該系群を対象とした調査船調査には、大別して親魚（産卵前、産卵来遊中）を対象と

した調査と、加入前の仔稚魚･幼魚を対象とした調査の 2 種類が行われている。各種調査

の結果については漁業とは独立した情報として年齢別の豊度推定に用いており、詳細につ

いては 4-(2) 資源量指標値の推移にて記載した。 

 ここでは、現在当該系群に関連して実施されている諸調査船調査の名目と時期について

列挙する。なお、これには国からの委託･再委託調査だけでなく、各道県単独の事業も含

まれる。 

 

・ スケトウダラ音響資源調査（水研セ北水研）：5 月、音響と中層／着底トロールによる仔
稚魚･幼魚の現存量推定 

・ スケトウダラ仔稚魚分布調査（北海道立中央･稚内水試）：4 月（3 航海）、音響とフレー
ムトロールによる浮遊期仔魚の分布と現存量推定 

・ スケトウダラ魚群分布調査（北海道立稚内水試）：8 月、音響と着底トロールによるスケ
トウダラの漁期前分布調査 

・ スケトウダラ･ハタハタトロール調査（北海道立中央水試）9 月、着底トロールによるス
ケトウダラ 0.1 歳魚の分布量把握 

・ スケトウダラ分布調査（北海道立稚内･中央･函館水試）：10 月、音響とトロールによる
来遊前スケトウダラ親魚の分布と現存量推定 

・ スケトウダラ漁期中調査（北海道立函館水試）12 月、音響と中層トロールによる産卵来
遊中のスケトウダラ親魚の現存量推定 

・ スケトウダラ漁期後調査（北海道立函館水試）2 月、音響と中層トロールによる漁期後
の産卵場におけるスケトウダラ親魚の現存量推定と卵稚仔分布調査 

・ スケトウダラ卵仔魚分布調査（北海道立中央水試）2 月、ノルパックネットと採水によ
るスケトウダラ卵仔魚ならびに餌料プランクトン採集調査 
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付表 

付表 1. 檜山管内 4 地区のはえ縄によるスケトウダラ親魚の漁獲量、漁獲努力量(出漁隻数)

および CPUE の推移(図 7，9ab および 10 の元データ 全て北海道立函館水産試験場資料) 

 
1a. 乙部豊浜地区における 1 隻あたり使用延縄数の推移 

!"#$ %& '()*+, ,*
%&-
)*./

0)* 1!2*
3,456
'()*

7*89
:;<<=#>?@

;<<= ABC6 DEFDA ;D ;GAEFDA ;FHEI<A AI DEGI; ;JHH

KBC6 AEFGH ; AEFGH

;<<< ABC6 DE;GA ;D ;G;E;GA ;GAE<GA A= IE<<I HJ<I

KBC6 KE=HH ; KE=HH

GHHH ABC6 IEDDA ;A ;H;EIGA ;HIEAKA IH IEIA< HJ<G

KBC6 KE<GH ; KE<GH

GHH; ABC6 DEKAH ;K ;HKEFHH ;H<EDIH IG DEF;D ;JH;

KBC6 AEKIH ; AEKIH

GHHG ABC6 IE<HH ;K <IEIHH ;H;EI=H A= IEDD< HJ<F

KBC6 AEH=H ; AEH=H

GHHF ABC6 DEIAH ;K ;HDE;HH ;;GEDHH D; DEA;F ;JHF

KBC6 AEIHH ; AEIHH

GHHK ABC6 DE;HH ;K <<EKHH ;HKEIHH I< IE<DF HJ<I

KBC6 AEGHH ; AEGHH

GHHA ABC6 AEDAH ;K =HEAHH =AEHGH II AEII= HJD=

KBC6 KEAGH ; KEAGH

GHHI ABC6 KEKGA ;K I;E<AH IKEDAH AH KEF;D HJA<

KBC6 GE=HH ; GE=HH

GHHD ABC6 KEAIA ;F A<EFKA A<EFKA KF KEAIA HJIF

KBC6 L H L  

船型によって使用する縄数が異なるため、船型毎に使用縄数と隻数を掛けた縄数小計を足

し合わせて、年間の総縄数を求め、出漁隻数で割ることにより、一隻あたり使用縄数を求

めた。 

 

 

1b. 5 地区合計での漁獲量、努力量および CPUE の推移 

 一隻あたり使用縄数補正前        一隻あたり使用縄数補正後 
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1c. 地区別の漁獲量、努力量および CPUE の推移（縄数補正は行っていない） 
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